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１. はじめに 

  

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害では、鬼怒川の堤防決壊などにより、氾濫流による

家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生した。また、これらに避難の遅れも加

わり、近年の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が発生した。 

 

こうした背景から、平成 27 年 12 月 10 日に社会資本整備審議会会長から国土交通大

臣に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変

革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申された。この答申を踏まえ、国

土交通省は新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」を発表した。 

 

利根川下流域における「水防災意識社会」の再構築を目的に、地域住民の安全・安心を

担う沿川 21 市町（龍ケ崎市、取手市、潮来市、稲敷市、神栖市、河内町、利根町、銚子市、

成田市、佐倉市、柏市、八千代市、我孫子市、四街道市、印西市、白井市、香取市、酒々

井町、栄町、神崎町、東庄町）、4水防事務組合（利根川水系県南水防事務組合、稲敷地方

広域市町村圏事務組合、印旛利根川水防事務組合、千葉県長沼水害予防組合）、茨城県、千

葉県、独立行政法人水資源機構（利根川下流総合管理所、千葉用水総合管理所、霞ヶ浦用

水管理所）、気象庁（水戸地方気象台、銚子地方気象台）、国土交通省関東地方整備局利根

川下流河川事務所で構成される「利根川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会」（以下

「本協議会」という。）を平成 28 年 5 月 25 日に設立した。 

 

本協議会では、利根川下流域における洪水・浸水被害の特徴、現状の取組状況とその課

題を踏まえ、平成 32 年度までに、円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動等、大規模氾濫時

の減災対策として各構成員が計画的・一体的に取り組む事項について検討を進め、その結

果を「利根川下流域の減災に係る取組方針」（以下「取組方針」という。）としてとりまと

めた。 

 

今後、本協議会の各構成員は、取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、毎年出

水期前に協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなどフォローアップを行うことと

する。 
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２. 本協議会の構成員 

 

本協議会の構成員とそれぞれの構成員が所属する機関（以下「構成機関」という。）は、

以下のとおりである。 

構成機関 構成員 

龍 ケ 崎 市

取 手 市 

潮 来 市 

稲 敷 市 

神 栖 市 

河 内 町 

利 根 町 

銚 子 市 

成 田 市 

佐 倉 市 

柏 市 

八 千 代 市 

我 孫 子 市 

四 街 道 市 

印 西 市 

白 井 市 

香 取 市 

酒 々 井 町 

栄 町 

神 崎 町 

東 庄 町 

利 根 川 水 系 県 南 水 防 事 務 組 合 

稲 敷 地 方 広 域 市 町 村 圏 事 務 組 合 

印 旛 利 根 川 水 防 事 務 組 合 

千 葉 県 長 沼 水 害 予 防 組 合 

茨 城 県 

〃 

〃 

〃 

千 葉 県 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

  〃 

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 

  〃 

 〃 

気 象 庁 

  〃 

国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局  

市 長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

町   長 

町   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

市   長 

町   長 

町   長 

町   長 

町   長 

管  理  者 

管  理  者 

管  理  者 

管  理  者

生 活 環 境 部 防 災 ・ 危 機 管 理 課 長 

土 木 部 河 川 課 長 

潮 来 土 木 事 務 所 長 

竜 ケ 崎 工 事 事 務 所 長 

防 災 危 機 管 理 部 危 機 管 理 課 長 

県 土 整 備 部 河 川 環 境 課 長 

柏 土 木 事 務 所 長 

印 旛 土 木 事 務 所 長 

成 田 土 木 事 務 所 長 

香 取 土 木 事 務 所 長 

銚 子 土 木 事 務 所 長 

銚 子 漁 港 事 務 所 長 

利 根 川 下 流 総 合 管 理 所 長 

千 葉 用 水 総 合 管 理 所 長 

霞 ヶ 浦 用 水 管 理 所 長 

水 戸 地 方 気 象 台 長 

銚 子 地 方 気 象 台 長 

利 根 川 下 流 河 川 事 務 所 長 
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３. 利根川下流域の概要と課題 

 

■利根川下流域の地形的特徴と洪水の特性 

利根川は、その源を群馬県利根郡みなかみ町の大水上山（標高 1,831ｍ）に発し、赤城、榛

名両山の中間を南流し、前橋市付近から流向を南東に変える。その後、烏川を合わせ、広瀬川、

小山川等を合流し、栗橋付近で渡良瀬川を合わせ、野田市関宿付近において江戸川を分派し、

さらに東流して守谷市付近で鬼怒川、取手市付近で小貝川等を合わせ、神栖市において霞ヶ浦

に連なる常陸利根川を合流して、銚子市において太平洋に注ぐ、流域面積全国１位（16,840

㎢）の一級河川である。 

流域は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県及び東京都（以下「1 都 5 県」という。）

の 1都 5県にまたがり、首都圏を擁した関東平野を流域として抱え、日本の総人口の約 10 分

の 1にあたる約 1,279 万人の人々が生活している。 

本協議会の対象とする利根川下流域とは、広大な利根川本川流域の最下流にあり、鬼怒川の

合流点下流に位置する取手地点（86.7k）～河口までの区間である。 

 

利根川下流域は主に常陸台地・下総台地と河川沿いの低平地で形成されている。低平地には

手賀沼や印旛沼などの湖沼や低湿地が数多く見られるとともに、広大な穀倉地帯が続いている。

また、小貝川や手賀川、長門川、常陸利根川などの多数の支川が合流している。 

河道は小貝川合流後の川幅の狭い箇所を流下したところで手賀川と合流、その後は概ね 500m

程度の川幅で蛇行しながら流下し、河口付近で 1km 程度の川幅となって太平洋に注いでいる。

また、河床勾配は 1/6,000 から河口に向かってレベルへと変化する程度の非常に緩やかな状態

が続いている。 

このような地形・河道特性を有するため、上流域に降った大雨による洪水ピークの到達に時

間がかかることや、洪水になってからの継続時間が長いこと、また、潮位や波浪の影響から流

量に係わらず水位上昇が発生する場合があることなど洪水に下流域ならではの特徴を有して

いる。さらに利根川は流量が多いことから、ひとたび堤防が決壊した場合には、大量の氾濫水

が低平地に溢れ出し、浸水が長期化することが想定される。なお、氾濫は低平地に広範囲に浸

水が広がる「拡散型氾濫」と支川や高台に挟まれ浸水深が大きくなる「貯留型氾濫」の地域が

存在する。 

 

■過去の被害状況と河川改修状況 

利根川における本格的な治水事業は、天正１８年（１５９０年）の徳川家康の入府により開

始されたと言える。その後も寛永元年（１６２４年）、亨保１３年（１７２８年）、天明６年（１

７８６年）、明治期においても明治４３年などに水害が発生し、昭和においては、昭和２２年

９月のカスリーン台風により利根川が決壊し東京都に浸水した水害が発生した。 

利根川下流河川事務所管内においては昭和５６年（１９８１年）８月台風１５号による利根

川の支川「小貝川」が左岸３．７５ｋｍ付近の堤防決壊により水害が発生した。近年では、下

流部の河口付近の潮位の影響を受け水位が高い時に、溢水氾濫や内水氾濫による浸水被害が沿
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川で発生している。 

このような度重なる洪水被害から流域の安全を守るために、明治３３年の第１期改修工事に

着手以降、現在に至るまで、河道の拡幅や堤防の築造、補強、内水対策などの改修を推進する

など利根川下流域の河川改修は時代と共に強化されてきた。 

現在においても、計画に対し堤防断面が不足している区間や流下能力が不足している区間等

の整備を進めている。 

 

 

■利根川下流域の社会経済状況 

 利根川下流域の最上流部にあたる取手市や我孫子市では、ＪＲ常磐線、国道６号線など、交 

通網が発達し、首都圏のベットタウンとして開発が進み、人口や資産が集中している。 

また、中流部では、沿川に広大な穀倉地帯が広がり農業を主体とした地域、また、観光を主 

体とした地域を有している。 

さらに、最下流部においては左岸側に鹿島臨海工業地帯や鹿島港を有する神栖市、右岸側 

の銚子市では、全国屈指の水揚げ量を誇る銚子漁港を有している。 

利根川下流域において浸水被害が発生した場合には、社会経済への影響が懸念される。 

 

■取組を進める上での主な課題 

・ 洪水ピークの到達に時間を要すため台風等通過から時間が経過した後に水位が上昇した

り、また、一方で潮位等の影響でも水位が上流域の洪水に関係なく上昇したりと、異な

った事象による洪水の発生を想定する必要がある。（情報発信、防災教育など） 

・ 拡散型又は貯留型と地域のおかれた氾濫の形態に対応した市町は避難計画を策定する必

要がある。（広域避難、長期避難、高台等への避難、他河川の氾濫との同時発生など） 

・ 水位が高い状態が長い時間、長い距離にわたって発生する危険性があるため、長時間及

び長距離（複数箇所）の監視、水防活動を必要とする。（行政単位、組合単位の活動では

ない広域的な連携や複数団体での合同訓練など） 

・ 氾濫水の排除が河口に近く水位が下がりにくいため困難な状況下において、氾濫後の早

期の社会及び生活機能回復のための効率的、効果的な排水計画の策定、施設等配備が必

要である。（排水機場の耐水化、可搬式ポンプの配備、排水経路の計画策定、整備など） 
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４. 現状の取組状況・課題 

 

利根川下流域における減災に係る取組として、各構成員が現在実施している洪水時の情

報伝達や水防に関する事項等についての現状および課題を抽出し、以下のとおり取りまと

めた。（別紙－１参照） 

  

①情報伝達、避難計画等に関する事項                      ※現状:○、課題:●（以下同様） 

項目 現状○と課題● 

１． 避難勧告等の発令

基準 

○沿川市町：避難勧告等の発令基準を定め、避難勧告に着目したタイムライン

を策定済み 

○沿川市町以外の事例：避難勧告等の発令基準を定めている。氾濫水到達まで

に数時間を要するため避難勧告に着目したタイムラインは作成していない。

●沿川市町：避難は地区単位で発令するため、避難対象地域が必要

以上に広範囲となる傾向がある。 

●沿川市町以外：水位等による明確な発令基準の設定が必要であ

る。  

１－１ 

 

●沿川市町：作成したタイムラインをロールプレイ等で検証ができ

ていない。 

●沿川市町以外：利根川下流河川事務所とタイムラインを作成す

る必要がある。  

１－２ 

 

２．避難場所・避難経

路 

○避難場所は指定しており、計画規模の洪水に対するハザードマップにより周

知している。 

○避難場所は指定しているが、避難経路の指定はしていない。 

○避難場所は利根川の決壊のみを想定している。 

●広範囲に浸水する場合には、避難者数の増加や避難所の浸水等に

より、市町内での避難所が不足することが懸念される。 

１－３ 

●避難経路の指定を行っていないため、住民の迅速な避難が確保で

きない恐れがある。 

１－４ 

 

●利根川と支川（小貝川・手賀川・常陸利根川等）に挟まれている

市町では、避難の方向や場所が限定されるため、適切な避難経路

や場所の指定が難しい。 

１－５ 

 

３．リスク情報の周知 ○計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住民へ周知済みである。 

○想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図の公表後、想定最大規

模の外力を対象とした洪水ハザードマップを作成し公表する予定である。

○雨の降り方が変化していること等を「新たなステージ」と捉え、危機感を

もって防災・減災対策に取り組むことが必要な状況。 

●想定最大規模降雨による浸水想定区域図、氾濫シミュレーション

を作成する必要がある。 

１－６ 

 

●避難を促す状況情報の提供、避難勧告等の的確な発令のための

市町村長への支援が必要。 

１－７ 

 

●想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図を踏まえ

洪水ハザードマップを作成、住民へ周知する必要がある。 

１－８ 

 

４．避難住民等への情

報伝達体制や方法 

 

○避難訓練を年１回実施している。 

○避難訓練は実施していない。 

●より現実的な条件に基づいた避難訓練が必要である。 

●自治会や自主防災組織と連携した避難訓練が必要である。 

１－９ 
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５． 住民等への情報

伝達体制や方法 

○住民が自ら水害のリスクを察知し主体的に避難出来るツールが有れば望ま

しい状況 

○スマートフォン等の IT 機器を活用した避難訓練は実施していない。 

○水防災意識社会の説明資料は無い。 

○水防災に関する住民からの問い合わせに関しては、質問内容を踏まえ、担

当部署が個別に対応している。 

○水防災については、出前講座や共同点検、広報誌などで啓発を行っている。

○小中学校を対象とした水災害教育は実施していない。 

○学校の先生方への水災害等の理解促進の取組は実施していない。 

○防災行政無線やコミュニティＦＭ、緊急速報メール、防災メール、市町Web(HP)、

フェイスブック、ツイッター等による情報発信、広報車による周知、Ｌアラー

トによる報道機関等への情報提供等を実施している。 

●住民が自ら水害のリスクを察知し主体的に避難出来る、より

実効性の有る「住民目線のソフト対策」が有れば避難に際し有

効である。 

１－１０

 

●IT機器を活用した避難訓練は実施していない。 １－１１

●水防災意識社会に関する住民への説明資料は、何を使用すれば

良いかよく解らない。 

１－１２

●担当部署ごとに対応しているため、市民からの質問が共有でき

ていない。（担当部署を決めていない） 

●同じような問い合わせが多い。 

１－１３

 

●水防災に関しては、住民に十分に認識されていないことが懸念

される。 

１－１４

 

●水災害教育を行う職員が限られている。また、学校の授業科目

との調整を要する。 

●水防災教育に使用する教材の作成が必要 

１－１５

 

●教員への水災害に関する理解、必要性の理解が図れていない。 １－１６

●大雨・暴風により防災行政無線や広報車の音声が聞き取りにくい状

況がある。（今後、どのような対応が良いか検討を行う予定） 

●WEBや登録制メール等の情報は、入手ツールを持たない一部の住

民には伝わらないことが懸念される。（今後、どのような対応が良

いか検討を行う予定） 

１－１７

 

６．避難誘導体制 ○避難誘導は、市、消防、警察、水防団（消防団）、自主防災組織等が実施して

いる。 

○避難時に公共交通機関による輸送については現状では対応が想定されてい

ない。 

○避難所等の施設に関する案内表示板等を整備している。 

○迅速な避難を実現するための取組を行っている。 

○要配慮者施設における避難に関する取組には十分に至っていない。 

●それぞれの役割が明確になっていない。 １－１８

●広範囲な浸水を想定した場合、公共交通機関等を活用した避難計

画の検討が必要である。 

●公共交通機関の輸送力が限られている。 

１－１９

 

●標識の設置は市町内の一部に限定されており、不十分である。 

●案内表示板が劣化している。 

１－２０

●迅速な避難を実現するための取組を一部地域においては行って

いる。 

１－２１
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●要配慮者施設は、職員が少なく、移動させる事が困難な要配慮者

が居るため、避難訓練の実施には至っていない。 

●災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制が確立されていない

ため、特に要配慮者等の迅速な避難が確保できない恐れがある。

１－２２

 

 

② 水防活動に関する事項 

項目 現状○と課題● 

７．河川水位等に係る

情報提供 

 

○HPや広報誌等による水防訓練の報告や水防の啓発ポスターの掲示、説明会、

防災訓練等の機会を通じて説明を実施している。 

○水防訓練は年１回程度、近隣市町とも合同で実施している。（防災訓練含む）

○水防団（消防団）への連絡系統については、災害対策本部から水防団（消防

団）への連絡体制を定めており、情報提供を実施している。 

○一市町又は一水防事務組合の範囲を超えた浸水への取組は、現状において

は無い。 

●説明会等では、水防の広報の効果が一過性に終わっている。 

●水防等の必要性について住民等にわかりやすく説明するための

資料が不足している。 

２－１ 

 

●水防技術の維持、向上、後継者の育成、士気の高揚を図るのは水

防訓練が極めて重要な役割を担う。 

２－２ 

 

●現場で作業を実施している水防団等への連絡系統の維持、運用は

伝達訓練を行う事が最適である。 

●迅速かつ正確に情報伝達できない懸念が有る。 

２－３ 

 

●広域的な浸水を想定し、隣接市町と合同による水防訓練が必要で

ある。  

２－４ 

 

●利根川下流域の水防活動は、広範囲かつ長時間になると想定され

るため一水防事務組合の範囲を超える広域的な連携が不可欠と

なる。 

●他市町・水防事務組合との情報共有・連携等の支援体制の構築が

必要である。 

２－５ 

 

８．河川の巡視区間 

 

○河川巡視に必要となる区間については地域防災計画に位置づけている。 

○水防団員の募集は定期的に実施しているが、水防協力団体の募集はポスタ

ーを掲示しているのみ。また、水防団員は内水対応で手一杯であり、利根川

の水防活動は困難な状況。 

○水害リスクの高い箇所に関して水防団や地域住民との情報共有を図るた

め、住民を含めた共同点検を実施しているが、一部住民のみとなっている。

●巡視の頻度は明確になっていない。 

●洪水中の巡視担当者の安全確保に懸念が有る。 

２－６ 

 

●水防活動の必要な延長が長く、また、先行する低地地域の内水対

応の水防活動に人員を割いているため、利根川の水防活動に従事

する水防団員の確保が困難である。 

●水防団員の不足や高齢化が進んでいる。 

２－７ 

 

●地域住民が水害リスクの高い箇所の現場や水防活動についての

理解を得ているとは言い難い。 

２－８ 

９．水防資機材の整備

状況 

○水防活動への建設会社の支援に関する協定を締結している。 

○土のう袋等の資機材を備蓄しているが、新技術の水防資機材の配備は、当面

行う予定が無い。 
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●水防活動へ活用する重機が不足している。 

●対応可能な建設業者が不足している。 

２－９ 

●有用な新技術を活用した水防資機材に関する情報が不足してい

るので、配備に至っていない。水防資機材は計画している数量は

配備している。 

２－１０

 

１０. 市町庁舎、災害

拠点病院等の水害

時における対応 

○水害 BCP（事業継続計画）は作成していない。 

○浸水範囲に庁舎等の施設はない。 

○大規模工場等が無い。 

○大規模工場等への浸水リスクの説明等には至っていない。 

○自治会等への自衛水防に関する周知が不十分である。 

○できる限りの予算の確保に努め鋭意対策を実施しているところ。 

○高台に有るため対策の必要はない。 

●水害に対する BCP は未作成である。 ２－１１

●洪水時における庁舎等の機能確保のための対応マニュアルは

未作成である。 

２－１２

●企業への浸水リスク情報の提供、周知活動には至っていない。

（大規模な工場等が浸水区域内に無いため十分ではない。） 

２－１３

 

●自衛水防の必要性や浸水リスク情報の周知には至っていない。 ２－１４

●大規模な水害時には、庁舎や災害拠点病院等が浸水し、機能が低

下・停止する恐れがある。 

●非常用電源、重要設備の耐水性は全ての施設において確保するに

は至っていない。 

２－１５

 

 

 

③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項目 現状○と課題● 

１１.排水施設、排水

機資材の操作、運用 

○利根川の決壊による浸水に対し、現状の排水施設、排水資機材だけでは住

民避難や社会機能回復の対応は十分でないことが懸念される。 

○樋管等閉扉の確実な操作による内水被害発生の軽減が必要である。 

○氾濫水をより迅速に排水するための排水計画書の作成には至っていない。

○氾濫水を迅速に排水するための排水訓練の実施には至っていない。 

●今後想定される大規模浸水に対し、確実な住民避難や早期の社

会機能回復の対応を行えない懸念がある。 

３－１ 

 

●樋門等閉扉による内水被害の確実な操作を行える体制を確保

する必要がある。 

３－２ 

●既存の排水施設、排水系統も考慮しつつ、排水計画を検討する

必要がある。 

３－３ 

 

●氾濫した場合を想定した排水訓練を行い効果を検証する必要

がある。 

３－４ 

 

④河川管理施設の整備に関する事項 

項目 現状○と課題● 

１． 堤防等河川管理

施設の現状の整備

状況 

○堤防が未整備の区間や計画に対し流下能力が不足している区間において堤

防整備や河道掘削などを進めている。 

○ＣＣＴＶカメラ等の設置、維持管理を実施している。 

●堤防が未整備の区間や流下能力が不足している区間では、水害

の発生に対するリスクが高い。 

●現況把握のための設備が不十分な区間が有る。 

４－１ 
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５. 減災のための目標 

円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動の実施、及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水等の対

策を実施することで、各構成員が連携して平成 32 年度までに達成すべき減災目標は以下の

とおりとした。 

 

【５年間で達成すべき目標】 

 

 

 

 

 

 

 

上記目標の達成に向け、ハード対策に加え、利根川下流部において、以下の項目を３本

柱とした取組を実施する。 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 

 

 

利根川下流部における大規模水害に対して、 

「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す。 

 
※ 大規模水害；想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 

※ 逃げ遅れ：立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態 

※ 社会経済被害の最小化：大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態 
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６. 概ね５年で実施する取組 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を

再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のとおりである。 

（別紙－２参照） 

 

１） ソフト対策の主な取組 

各参加機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期については、以下の

とおりである。 

① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

項 目 概ね 5年での取組内容 
課題の

対応 
目標時期 

１．避難勧告等

の発令基準 

・沿川市町：想定最大規模降雨における洪水を対象に基準の

見直しについて検討する。 

・沿川市町以外：洪水浸水想定区域に基づく避難の発令対象

区域を設定、また、必要に応じて避難の発令基準を修正 

１－１ 
Ｈ２８年

度から順

次実施 

・沿川市町：ロールプレイ等による検討を行いながらタイム

ラインの見直しを行う。 

・沿川市町以外：避難勧告に着目したタイムラインの作成 

１－２ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

２．避難場所・

避難経路 
・広域避難計画の検討、策定や避難経路に関する検討、防災

訓練などの機会を通じ避難場所の住民への周知を図る。 

１－３ 

１－４ 

１－５ 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

３．リスク情報

の周知 

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュ

レーションの公表 

１－６ 

 

Ｈ２９年

度 

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」

等の改善（水害時の情報入手のし易さサポート） 

 

１－７ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

・想定最大外力を反映した洪水HMの策定・周知 

 

 

１－８ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

４．避難住民等

への情報伝達

体制や方法 

・首長も参加したロールプレイング等の実戦的な避難訓練の

実施 

１－９ Ｈ２８年

度から順 

次実施 

５．住民等への

情報伝達体制

や方法 

 

・洪水情報のプッシュ型配信の実施 

 

 

１－１０ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

・スマホ等IT機器の活用を検討、避難訓練等の実施 

 

 

１－１１ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

・水防災意識社会に関する資料等の作成による広報の推進 

 

 

１－１２ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置 

 

 

１－１３ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 
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・水防災に関する説明会の開催 

 

 

１－１４ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

・小中学校における水災害教育の実施 

 

 

１－１５ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

・教員を対象とした講習会の実施 

 

 

１－１６ Ｈ２９年

度から順

次実施 

６．避難誘導体

制 

・氾濫特性に対応した避難計画・難誘導体制の充実 

 

 

１－１８ 

１－１９ 

１－２０ 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

・日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現する

ため、まるごとまちごと HM の検討、整備や表示板等の整

備推進 

１－２１ 

 

Ｈ３２年

度 

 

・要配慮者施設における避難計画の策定および訓練の実施促

進、訓練の必要性の啓発 

１－２２ 

 

Ｈ３２年

度 

 

② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取り組み 

項 目 概ね 5年での取組内容 
課題の

対応 
目標時期 

７．河川水位等

に係る情報提

供 

 

 

 

 

 

 

 

・水防に関する広報の推進 

 

２－１ 

 

引き続き

実施 

・水防（防災）訓練の実施 

 

２－２ 

 

引き続き

実施 

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施 

 

２－３ 

 

引き続き

実施 

・隣接市町合同による水防訓練の取組を推進 

 

 

２－４ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

・広域的な水防支援体制を推進 

 

２－５ 

 

Ｈ３２年

度 

８．河川の巡視

区間 

 

 

 

 

 

 

 

・広域化、長期化する水防活動も視野に入れ、巡視区間・

頻度・内容の明確化を図る。 

 

２－６ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の

促進 

２－７ 

 

引き続き

実施 

・沿川市町：毎年、水防団や地域住民が参加し洪水特性

を考慮した水害リスクの高い箇所の共同点検の実施 

・沿川市町外：水害リスクの高い地域への訓練実施の呼

びかけや防災啓発の場で住民等へ周知を図る。 

２－８ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

 

９．水防資機材

の整備状況 

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築 

 

 

２－９ 

 

Ｈ２８年

度から順

次実施 

１０．市町庁舎、

災害拠点病院
・水害ＢＣＰ策定に向けた検討 

 

２－１１ 

 

Ｈ３２年

度 
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等の水害時に

おける対応 

 

・洪水や氾濫の特性も考慮した内容の氾濫を想定した対応マ

ニュアルの作成 

２－１２ Ｈ３２年

度 

・大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知活動の実

施 

２－１３ Ｈ３２年

度 

・洪水の特性も考慮した内容の自衛水防説明会等により市民

へ周知 

 

２－１４ 

 

Ｈ２９年

度から順

次実施 

 

③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組 

項 目 概ね 5年での取組内容 
課題の

対応 
目標時期 

１１．排水施

設、排水機資材

の操作、運用 

 

 

・河口に近い特性も考慮した氾濫水を迅速に排水するた

めの、排水施設情報の共有・排水手法等の検討を行い、

大規模水害を想定した排水計画(案)の作成 

３－１ 

３－２ 

３－３ 

Ｈ３２年

度 

・排水計画に基づく排水訓練の実施 

 

３－４ Ｈ３２年

度 

 

２）ハード対策の主な取組 

各参加機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期については、以下の

とおりである。 

①洪水を河川内で安全に流す対策、危機管理型ハード対策 

項 目 概ね 5年での取組内容 
課題の

対応 
目標時期 

１．洪水を河川

内で安全に流

す対策 

・優先的に実施する堤防整備 

 

 

４－１ Ｈ３２年

度 

 

２．危機管理型

ハード対策 

・優先的に実施する堤防天端の保護 

 
４－１ Ｈ３２年

度 

 

②避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 

１．雨量・水位

等の観測デー

タ及び洪水等

の状況を把

握・伝達する

ための基盤の

整備 

・簡易水位計や量水標、ＣＣＴＶカメラ等の設置 

 

 

４－１ Ｈ３２年

度 

 

２．住民等への

情報伝達体制

や方法 

・円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備 

 

 

１－１７ 

 

Ｈ３２年

度 
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３．水防資機材

の整備 

・迅速な水防活動を支援するための新技術を活用した水防資

機材の検討、配備や地域防災計画に基づく水防資機材等の

配備、維持管理 

２－１０ 

 

引き続き

実施 

 

４．市町庁舎、

災害拠点病院

等の水害時に

おける対応  

・氾濫形態に応じた排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実

施 

 

２－１５ 

 

Ｈ３２年

度 
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７. フォローアップ 

各構成員は、取組内容を組織的、計画的、継続的に実施するため、各構成機関の取組内

容を、防災業務計画や地域防災計画、河川整備計画等に反映する。 

本協議会は毎年出水期前に開催し、取り組みの進捗状況を確認する。取組内容の修正が

必要な場合は、技術開発の動向等を収集した上で、取組方針を見直すこととする。また、

実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る等、継続的なフォローアップを

行うこととする。 



○現状の取組状況 資料4 別紙－１

龍ケ崎市 取手市 潮来市 稲敷市 神栖市 河内町 利根町

（1）情報伝達，避難計画等に関する事項

１-１
避難に関する発令基準（対象区域・判
断基準）の位置づけについて

避難勧告等の発令に関する基準を定め、地域防
災計画に具体的な避難勧告等の発令基準を明
記している。（国のガイドライン(案)に基づく修正
済み）

明確にしている。
河川水位が氾濫危険水位に到達した場合に避難
勧告を発令することとしている。

河川水位が氾濫危険水位に達した場合等に避難
勧告を発令することとしている。

避難勧告等の発令に関する基準を定め、地域防
災計画に具体的な避難勧告の発令基準を明記し
ている。

避難勧告等の発令に関する基準を定め、地域防
災計画に具体的な避難勧告の発令基準を明記し
ている。（国のガイドライン(案)に基づく修正済み）

地域防災計画に避難勧告等の発令基準を明記し
ている。

１-２
避難勧告に着目したタイムラインの策
定について

避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

避難に着目したタイムラインを策定済み。
避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

避難勧告に着目したタイムラインは作成済みであ
る。

②避難
場所・
避難経
路

１-３
水害時の避難場所の指定、住民への
周知について

避難場所は指定しており、計画規模の洪水に対
するハザードマップにより周知している。避難勧
告に着目したタイムラインは作成済みである。
（ハザードマップ及び防災の手引きにより，周知を
行っている。）

避難場所は指定しており、計画規模の洪水に対
するハザードマップにより周知している。

洪水ハザードマップにより周知している。 洪水ハザードマップにより周知している。
避難場所は指定しており，計画規模の洪水に対
するハザードマップにより周知している。

避難場所は指定しており、計画規模の洪水に対
するハザードマップにより周知している。

避難所は指定しており，計画規模の洪水に対す
るハザードマップにより周知している。

１-４

利根川の決壊により広範囲に浸水す
ることが予想された場合、避難経路に
よる住民の避難について、また、ハ
ザードマップで避難所までの避難路の
指定状況について

小貝川・利根川洪水避難計画の中で，避難方向
の指定を行っている。

現状の取組無し。（避難場所は指定しているが、
避難経路の指定はしていない）

広域避難を踏まえた発令基準を策定していない
が、茨城町と広域避難に関する協定を締結してい
る。

現状の取組無し。（避難所は指定しているが、避
難経路の指定はしていない。）

避難場所は指定しているが，避難経路の指定は
していない。

現状の取組無し。（避難場所は指定しているが、
避難経路の指定はしていない）

現状の取組無し。（避難場所は指定しているが，
避難経路は指定していない）

１-５

利根川と支川（小貝川・手賀川（沼）・
印旛沼・常陸利根川（霞ヶ浦）等）同時
の浸水を想定した避難場所、避難経
路等の想定について

小貝川・利根川の決壊についての想定は，計画
を策定予定。（H28年度中）

利根川と支川（小貝川）どちらも避難場所の指定
を行っているが、どちらも避難経路を指定してい
ない。

利根川・支川の浸水を想定。
利根川と支川（常陸利根川）のそれぞれの想定を
しているが，同時の想定をしていない。

利根川の決壊のみを想定している。
利根川と小貝川の決壊を想定して避難場所は指
定しているが，避難経路は指定していない。

１-８
-１

計画規模の外力を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成、住民への周知に
ついて

計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住
民へ周知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住
民へ周知済みである。

洪水ハザードマップを公表している。
計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住
民へ周知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し，住
民へ周知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住
民へ周知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザードマップは作成し、住
民へ周知済みである。

１-８
-２

想定最大規模の外力を対象とした洪
水浸水想定区域図が公表された後、
洪水ハザードマップの作成・周知を5
年以内に行う予定について

国土交通省の洪水浸水想定区域図の公表後、5
年以内に公表する予定である。

国土交通省の洪水浸水想定区域図の公表後、5
年以内に公表する予定である。

国土交通省の洪水想定区域図の公表後、5年以
内に公表する予定である。

国土交通省の洪水浸水想定図の公表後，５年以
内に公表する予定である。

国土交通省の洪水浸水想定区域図の公表後、5
年以内に公表する予定である。

国土交通省の洪水浸水想定区域図の公表後、
速やかに公表する予定である。

④避難
住民等
への情
報伝達
体制や
方法

１-９
自治会等も参加した避難訓練の実施
について

水害に対応した訓練を今年度実施。（H28.6) 水害に対応した避難訓練を年１回実施している。 避難訓練を年に1回実施している。
一部の自治会及び住民と避難訓練を年数回実
施。

自治会等も参加した避難訓練を実施していない。
水害を想定した取組は無し（避難訓練を実施して
いない）

避難訓練を実施していない。

⑤住民
への情
報伝達
体制や
方法

１-１１
スマートフォン等のIT機器を活用した
避難訓練等の実施について

H28年６月５日の市合同防災訓練において，ツ
イッター（ハッシュタグ機能）を用いた情報収集訓
練を実施済み。

現状の取組無し。（避難訓練を実施していない） 実施していない。 実施していない。
スマートフォン等のIT機器を活用した避難訓練を
実施していない。

現状の取組無し。（避難訓練を実施していない） 現状の取組無し。

１-１２
水防災意識社会の説明資料等の有無
について

利根川下流河川事務所等の配布資料や今年度
策定予定の小貝川・利根川洪水避難計画の別冊
として「住民向け避難所行動マニュアル」が有る。

無し。 無し。 水防災意識社会の説明資料等はない。 無し 無し

１-１３
水災害に関する住民からの問い合わ
せへの対応について

水災害等に関する問い合わせ窓口を設置し、対
応している。（平時は市危機管理室及び担当部署
で対応する。）

質問内容を踏まえ、担当部署が個別に対応して
いる。

質問内容を踏まえ、担当部署が個別に対応して
いる。

質問内容を踏まえ，担当部署が個別に対応して
いる。

質問内容を踏まえ、担当部署が個別に対応して
いる。

質問内容を踏まえ、担当部署が個別に対応して
いる。

１-１４
水防災について住民への周知に関す
る取組の実施について

・市公式サイトにて，降雨情報について「川の防
災情報」等を公表している。
国土交通省主導の共同点検，H27年９月関東東
北豪雨のパネル展示を実施。
要望により、出前講座等の説明会を実施

共同点検で説明しているのみ。 リーフレットを作成し、全世帯に配布する。 共同点検で説明しているのみ。 共同点検で説明しているのみ。 共同点検で説明しているのみ。 共同点検で説明しているのみ。

１-１５
小中学校における水災害教育の実施
について

小中学校を対象とした水災害教育を一部実施し
ている。

一部学校に対して実施した。 実施していない。 学校単位で、避難訓練等の実施。 小中学校における水災害教育を実施していない。
現状の取組無し（小中学校を対象とした水災害教
育は実施していない。）

現状の取組無し（小中学校を対象とした水災害教
育は実施していない。）

１-１６

水災害等の防災教育においては、学
校教育が重要と考えています。学校の
先生方への水災害等の理解促進の取
組の実施について

学校の先生への取組は実施していない。 学校の先生への取組は実施していない。 学校の先生への取組は実施していない。 学校の先生への取組は実施していない。 学校の先生への取組は実施していない。 学校の先生への取組は実施していない。

１-１７
住民等への情報伝達手段の整備につ
いて

防災行政無線やコミュニティＦＭ、緊急速報メー
ル、防災メール、市Web、フェイスブック、ツイッ
ター等による情報発信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への情報提供等を実施
している。（H２８年度中に音声一斉配信サービス
導入予定）

防災行政無線や緊急速報メール、防災メール、
市Web、フェイスブック、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌアラートによる報道機関
等への情報提供等を実施している。

避難の勧告・指示を発令した場合は、防災行政
無線、拡声器付広報車、市職員・消防団体による
巡視等により、関係地域内全ての人に伝わるよう
に留意して伝達する。なお、防災無線は、市内全
域に配備済み。

防災行政無線や緊急速報メール、防災メール等
により市民・関係機関への情報提供を実施してい
る。

防災行政無線，２８０MHzデジタル同報無線シス
テム（防災ラジオ），登録制メール，緊急速報メー
ル，ホームページ，広報車等による情報伝達を実
施している。
また，Lアラートによる報道機関等への情報提供
等を実施している。

防災行政無線町ＨＰよる情報発信、広報車による
周知、Ｌアラートによる報道機関等への情報提供
等を実施している。

防災行政無線、登録メール、エリアメール、町
HP、フェイスブック、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌアラートによる報道機関
等への情報提供等を実施している。

⑥避難
誘導体
制 １-１８

避難誘導体制の地域防災計画等での
位置づけについて

避難誘導は、市、消防、警察、水防団（消防団）、
自主防災組織等が実施している。

避難誘導は、市、消防、警察、水防団（消防団）、
自主防災組織等が実施している。

市職員、消防団員、自主防災組織が連携して、危
険な地域から安全な地域へ避難誘導に努める。

避難誘導は、市、消防、警察、水防団（消防団）
等が実施している。

地域防災計画に避難誘導の方法や住民の避難
対応を定めているが，避難誘導体制を明確に定
めていない。

避難誘導は、市、消防、警察、水防団（消防団）
等が実施している。

避難誘導は、町、消防、警察、水防団（消防団）、
自主防災組織等が実施する。

１-１９
避難時にバスなどの公共交通機関に
よる大量輸送の計画について

基本的には自家用車及び徒歩等による避難を想
定している。

公共交通機関を活用した避難計画を作成してい
る。

現状の取組無し（位置づけ無し） 公共交通機関による大量輸送を計画していない。 現状の取組無し（作成無し） 現状の取組無し（作成無し）

１-２０
住民避難が円滑に行われるための工
夫について

避難所等の施設に関する案内表示板等を整備し
ている。
まちなかの電柱等に想定浸水深の高さ等の標識
を設置している（又は、まるごとまちごとハザード
マップの実施）

避難所等の施設に関する案内表示板等を整備し
ている。

潮来市エリアメール、インターネット、防災行政無
線、広報車の利用、広報依頼、ラジオテレビ等の
報道機関に対して広報への協力要請する。

現状の取組無し。
避難所等の施設に関する案内表示板等を整備し
ている。

避難所等の施設に関する案内表示板等を整備し
ている。

現状の取組無し

１-２１
避難所の表示看板やまるごとまちごと
ハザードマップ等、迅速な避難を実現
するための取組について

実施している。 実施している。 実施していない。
避難所の表示看板は設置済。その他の取組は無
し。

避難所の表示看板は設置しているが，まるごとま
ちごとハザードマップは整備していない。

避難所の表示看板は設置済み。それ以外は取り
組み無し

避難所等の施設に関する案内表示板の設置を検
討中

１-２２
要配慮者施設における避難計画の策
定及び訓練の実施について

現在，要配慮者施設の避難計画では，地震や火
災などに対する計画は策定済みであり，訓練も実
施されているが，水災害においては，現在策定中
である。

現状の取組無し（避難計画を策定していない） 避難訓練を年に1回実施している。 現状の取組無し（避難計画を策定していない）
要配慮者施設における避難計画の策定及び訓練
を実施していない。

現状の取組無し（避難計画を策定していない） 現状の取組無し（避難計画を策定していない）

市町（茨城県）
項目

①避難
勧告等
の発令
基準

③リス
ク情報
の周知

1



○現状の取組状況 資料4 別紙－１

龍ケ崎市 取手市 潮来市 稲敷市 神栖市 河内町 利根町

市町（茨城県）
項目

（２）水防活動に関する事項

２-１ 水防に関する広報の実施について

説明会、防災訓練等の機会を通じて水防につい
て説明している。
HPや広報誌等による水防訓練の報告や水防の
啓発ポスターの掲示等を実施している。

説明会、防災訓練等の機会を通じて水防につい
て説明している。

水防の大切さ、役割を夏季訓練に説明している。 水防訓練により、水防の役割、大切さ等を説明。 水防の啓発ポスターの掲示等を実施している。
HPや広報誌等による水防訓練の報告や水防の
啓発ポスターの掲示等を実施している。

HPや広報誌等による水防訓練の報告や啓発を
実施している。

２-２ 水防訓練の実施について

本年度，小貝川において水防訓練を実施してい
る。水防訓練を行わない年には防災講演会を実
施している。  消防団（水防団兼務）による訓練は
毎年行われている。

年１回水防訓練を実施している。 毎年実施している。 年数回実施している。
防災訓練や消防団の統一訓練時に水防工法訓
練を併せて実施している。

年１回、近隣と合同の水防訓練を実施している。
年１回水防訓練を実施している。（水防事務組合
訓練）

２-３
水防団への連絡系統の再確認や伝達
訓練の実施について

災害対策本部から水防団（消防団）への連絡体
制を定めており、情報提供を実施している。

災害対策本部から水防団（消防団）への連絡体
制を定めており、情報提供を実施している。

年に１回連絡体制表を再確認し、それに基づいた
伝達訓練を実施している。

水防団への河川水位等に係る情報提供の連絡
体系図により実施。

水防団への連絡系統の再確認や伝達訓練は実
施していない。

災害対策本部から水防団（消防団）への連絡体
制を定めており、情報提供を実施している。

災害対策本部から水防団（消防団）への連絡体
制を定めているが、訓練は実施していない。

２-４

利根川が決壊した場合、広域的な浸
水となりますが、水防訓練を隣接市町
と合同で行うなどの取組の実施につい
て

現状は未実施であるが，稲敷広域市町村圏事務
組合管内市町村で検討はしている。

隣接する広域消防本部同士で毎年訓練を行って
いる

協議会のメンバーに含まれる市町間では被災後
の支援について相互支援を行っていない。

実施している。 水防訓練を隣接市町と合同で実施していない。 実施している。 実施している。（水防事務組合訓練）

２-５

利根川下流域の破堤箇所によって
は、一市町又は一水防事務組合の範
囲を超えることが想定されますが、そ
のような場合の取組について

有る。（隣接市町村と避難に関する協定に向け取
り組み中）

隣接市への広域避難として、千葉県我孫子市と
茨城県龍ケ崎市・つくばみらい市と協議をしてい
る。

複数の市町を含む水防事務組合で活動してい
る。

現状の取組無し。 現状の取組無し。 現状の取組無し。 国・県・他市町・水防事務組合との連携。

⑧河川
の巡視
区間

２-６
水防警報発令後の巡視区間・頻度・内
容について

利根川については，接していないため，巡視区間
の策定はしていないが，小貝川において巡視に
ついては計画している。

明確になっている。
国、県管理河川を含め水防団が巡視している区
間を地域防災計画等で位置づけている。

地域防災計画に河川巡視の必要となる区間を位
置づけている。（頻度に関しては明記無し）

河川，堤防等の巡視及び重要水防箇所を地域防
災計画に定めている。

地域防災計画に河川巡視の必要となる区間を位
置づけている。（頻度に関しては明記無し）

地域防災計画に水防団による河川巡視の必要と
なる区間を位置づけている。

２-７

内水に対する水防活動以外に利根川
の水防活動の実施について。また、水
防協力団体の募集、指定についての
広報の実施について

水防団員の募集は定期的に実施しているが、水
防協力団体の募集はポスターを掲示しているの
み。また、水防団員は内水対応で手一杯であり、
利根川の水防活動は困難な状況。

水防団員の募集は定期的に実施しているが、水
防協力団体の募集はポスターを掲示しているの
み。また、水防団員は内水対応で手一杯であり、
利根川の水防活動は困難な状況。

毎年、消防団により水防協力団体の募集を実施
している。

水防団員の募集は定期的に実施している。利根
川の水防活動についても対応は検討。

消防団（水防団）は内水対策で手一杯のため，利
根川の水防活動は困難な状況である。
また，水防協力団体の募集についてはポスター
により実施。

水防協力団体は声掛けしても応募無し。水防団
員は、利根川の水防活動も、ある程度は対応可
能。

水防団員は内水対応で手一杯であり、利根川の
水防活動は困難な状況。

２-８
水害リスクの高い箇所に関して水防団
や地域住民との情報共有について

住民を含めた共同点検を実施しているが、一部
住民のみとなっている。

住民を含めた共同点検を実施しているが、一部
住民のみとなっている。

年に１回共同点検を実施している。
住民を含めた共同点検は実施しているが、一部
住民のみとなっている。

消防団（水防団），住民を含めた共同点検を実施
しているが，一部住民のみとなっている。

住民を含めた共同点検を実施しているが、一部
住民のみとなっている。

住民を含めた共同点検を実施したが、一部住民
の参加のみとなっている。

⑨水防
資機材
の整備
状況

２-９
水防活動への重機使用等、建設会社
の支援に関する協定の締結について

水防活動に関して建設会社と支援の協定を締結
している。

水防活動に関して建設会社と支援の協定を締結
している。

現状の取組無し。 建設会社等と災害時協定を締結している。
協定を締結していないが、支援を得ることは可
能。

災害（水害）活動に関して建設業協会と支援の協
定を締結している。

２-１０

利根川下流域の利根川本川の水防活
動必要区間延長は長く、限られた水防
団員による水防工法においては、簡易
または省力化された水防工法が有用
と考えます。新技術を活用した水防資
機材や、水防資機材の配備について

水防団の安全を確保するための資機材（ライフ
ジャケット等）を整備済み。

土のう袋等の備蓄はしているが、新技術の水防
資機材の備蓄については、当面予定がなし。

水防資機材を備蓄（箇所及び種類・数量）してい
る。

水防倉庫等に土のう袋や防水シート等の水防資
機材を備蓄している。

水防倉庫等に土のう袋や防水シート等の水防資
機材を備蓄している。また、水防団員へ救命胴衣
を配備している。

消防団詰所に土嚢袋やロープ、シート等の水防
資機材を備蓄している。また、新技術を活用した
水防資機材を配備し始めた。

土嚢袋やスコップ、シート等の水防資機材を備蓄
している。

２-１１
水害ＢＣＰ（事業継続計画）の作成に
ついて

現在策定中である。 現状の取組無し。 水害BCPは作成していない。 現状の取組無し。 水害ＢＣＰ（事業継続計画）を作成していない。 現状の取組無し。（作成していない） 現状の取組無し。（作成していない）

２-１２
洪水時の庁舎等の機能確保のための
対応マニュアルについて

浸水時の電源の確保は，実施済み。
本庁舎が浸水想定区域外にあるため、マニュア
ルについては作成していない。

現状の取組無し。
庁舎が洪水の浸水想定区域外のため，マニュア
ルを作成していない。

現状の取組無し。
現状の取組無し。（浸水範囲に庁舎の施設がな
い）

２-１３
大規模工場等へ浸水リスクの説明と
水害対策等の啓蒙活動の実施につい
て

浸水想定区域に大規模工場などの該当無し。 現状の取組無し。 大規模工場等へ毎年説明会を実施している。 現状の取組無し。
大規模工場等へ浸水リスクの説明と水害対策等
の啓蒙活動を実施していない。

大規模工場が無し。
現状の取組無し。

２-１４
自治会等の自衛水防に関する周知に
ついて

現状の取組無し。（実施していない） 説明会等を実施している。 自治会等へ毎年説明会を実施している。 現状の取組無し。
自治会等の自衛水防に関する周知を実施してい
ない。

現状の取組無し。（実施していない） 現状の取組無し。（実施していない）

２-１５
排水施設の耐水化、庁舎等の重要施
設の耐水対策について

非常用発電設備を嵩上げするなどの浸水対策を
実施している。

予算の関係が有り、出来る所から実施中。 耐水化や耐水対策は実施していない。 本庁舎は高台にあるため対策の必要はない。
排水施設等の耐水対策を実施していない。
また，庁舎は洪水の浸水想定区域外のため，実
施していない。

予算の関係が有り、出来る所から実施中。 庁舎は浸水想定区域外に建てられている。

（３）氾濫水の排水，施設運用等に関する事項

　 ３-１
利根川の決壊による浸水に対する、
現状の配置計画の確実な住民避難や
早期の社会機能回復の実効について

行える。 どちらとも言えない。 行えない。 行えない。 行えない。 行えない。

３-２
利根川本川支川の樋門等閉扉による
内水被害の発生の懸念について

懸念される。 懸念される。 懸念される。 内水被害の発生が懸念される。 懸念される。 懸念される。

３-３
氾濫水をより迅速に排水するための
排水計画の作成について

既存施設を踏まえた排水計画を作成してある。 現状の取組無し。（作成していない） 現状の取組無し。 排水計画を作成していない。 現状の取組無し。 現状の取組無し。

３-４
排水計画に基づく排水訓練の実施に
ついて

計画は策定済み。 現状の取組無し。（実施していない） 現状の取組無し。 排水訓練を実施していない。 現状の取組無し。 現状の取組無し。

⑦河川
水位等
に係る
情報提
供

⑩市町
庁舎、
災害拠
点病院
等の水
害時に
おける
対応

⑪排水
施設、
排水資
機材の
操作、
運用
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○現状の取組状況 資料4 別紙－１

銚子市 成田市 佐倉市 柏市 八千代市 我孫子市 四街道市 印西市 白井市 香取市 酒々井町 栄町 神崎町 東庄町

（1）情報伝達，避難計画等に関する事項

１-１
避難に関する発令基準（対象区域・判断
基準）の位置づけについて

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

暫定基準で運用。
地域防災計画に基づき、避難
勧告等の発令基準に関する
マニュアルを整備している。

地域防災計画において、水防
上の基準水位にあわせた避
難の発令基準、対象区域を
位置づけてある。

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

避難勧告等の発令に関する
基準をタイムラインで定めて
いる。

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）但し、地域防災計画とは
別にマニュアル化している。

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、具体的な避難勧
告の発令基準を明記してい
る。（国のガイドライン(案)に
基づく修正済み）
但し、地域防災計画とは別に
マニュアル化している。

避難勧告等の発令に関する
基準を定め、地域防災計画に
具体的な避難勧告の発令基
準を明記している。（国のガイ
ドライン(案)に基づく修正済
み）

１-２
避難勧告に着目したタイムラインの策定
について

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

策定済み。

沿川市町以外であり、氾濫水
到達までに数時間を要するた
め現状の取組無し。（避難勧
告に着目したタイムラインを
作成していない）

策定済み。

氾濫水到達までに24時間を
要することや，地域防災計画
において，避難勧告等の発令
基準（氾濫危険情報，氾濫発
生情報，氾濫警戒情報など）
を定めているため，タイムライ
ンを作成していない。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

地域防災計画において、避難
勧告等の明確な発令基準、
情報連絡体制及び避難誘導
体制等を記載しているため、
避難勧告に着目したタイムラ
インは策定していない。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

沿川市町以外であり、氾濫水
到達までに数時間を要するた
め現状の取組無し。（避難勧
告に着目したタイムラインを
作成していない）

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

避難勧告に着目したタイムラ
インは作成済みである。

②避難
場所・避
難経路

１-３
水害時の避難場所の指定、住民への周
知について

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

防災マップ・市HP等で緊急避
難場所・指定避難所を周知。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

洪水ハザードマップ及び市の
ホームページにより周知して
いる。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

避難場所は指定しており、計
画規模の洪水に対するハ
ザードマップにより周知してい
る。

１-４

利根川の決壊により広範囲に浸水する
ことが予想された場合、避難経路による
住民の避難について、また、ハザード
マップで避難所までの避難路の指定状
況について

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

なし。
現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

ハザードマップに避難場所は
示しているが，避難経路の指
定はしていない。

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

適切にできると考えている。
また、避難経路は指定してお
り、計画規模の洪水に対する
ハザードマップにより周知して
いる。

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

避難場所は指定しているが、
避難経路の指定はしていな
い。

適切にできると考えている。
また、避難経路は指定してお
り、計画規模の洪水に対する
ハザードマップにより周知して
いる。
但し、避難経路は指定しな
い。

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

避難場所は指定しているが、
避難経路の指定はしていな
い。

現状の取組無し。（避難場所
は指定しているが、避難経路
の指定はしていない）

１-５

利根川と支川（小貝川・手賀川（沼）・印
旛沼・常陸利根川（霞ヶ浦）等）同時の浸
水を想定した避難場所、避難経路等の
想定について

利根川の決壊のみを想定し
ている。

水害時に使用できる避難場
所を指定済み。

水害時に使用可能な指定避
難場所を指定している。

国が示した浸水想定に基づ
いてハザードマップを作成し
ており，その中で避難場所等
を想定している。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

想定していない。
避難方向は指しているが、避
難経路は想定していない。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

避難方向は指しているが、具
体な避難場所及び避難経路
は想定していない。

避難場所は全て浸水区域外
なので避難場所、避難経路は
同じである。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

利根川の決壊のみを想定し
ている。

１-８-
１

計画規模の外力を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成、住民への周知につ
いて

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

防災マップとして公表。
計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し，住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

現状の取組無し。（作成して
いない）

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

計画規模降雨の洪水ハザー
ドマップは作成し、住民へ周
知済みである。

現状の取組無し。（作成して
いない）

１-８-
２

想定最大規模の外力を対象とした洪水
浸水想定区域図が公表された後、洪水
ハザードマップの作成・周知を5年以内
に行う予定について

国土交通省の洪水浸水想定
区域図の公表後、5年以内に
公表する予定である。

次回の防災マップ改訂まで
は、HP等で周知を行う。

国土交通省の洪水浸水想定
区域図の公表後、5年以内に
公表する予定である。

ある。 現時点では予定していない。
国土交通省の洪水浸水想定
区域図の公表後、5年以内に
公表する予定である。

現時点では予定していない。 現時点では予定していない。
国土交通省の洪水浸水想定
区域図の公表後、5年以内に
公表する予定である。

作成し、住民に周知する予定
である。

現時点では予定していない。 現時点では予定していない。
国土交通省の洪水浸水想定
区域図の公表後、5年以内に
公表する予定である。

現時点では予定していない。

④避難住
民等への
情報伝達
体制や方
法

１-９
自治会等も参加した避難訓練の実施に
ついて

水害に対応した避難訓練は
実施していない。

総合防災訓練・土砂災害訓
練の際に実施。

沿川市町以外であり、氾濫水
到達までに数時間を要するた
め現状の取組無し。（避難訓
練を実施していない）

水災害に限定した訓練は実
施していないが，防災訓練を
通じて，各町会，自治会等と
実施している。

水害に対応した避難訓練を年
１回実施している。

水災害に限定した訓練は実
施していないが，防災訓練を
通じて，各町会，自治会等と
実施している。

対象とする自治会や自主防
災組織との避難誘導訓練を
年に１回実施している。

実施していない。

沿川市町以外であり、氾濫水
到達までに数時間を要するた
め現状の取組無し。（避難訓
練を実施していない）

一部の自治会で実施してい
る。

沿川市町以外であり、氾濫水
到達までに数時間を要するた
め現状の取組無し。（避難訓
練を実施していない）

実施していない。 避難訓練を実施していない。 避難訓練を実施していない。

⑤住民
への情
報伝達
体制や
方法

１-１１
スマートフォン等のIT機器を活用した避
難訓練等の実施について

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

土砂災害訓練の際に実施。
現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

取組無し。（避難訓練を実施
していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

現状の取組無し。（避難訓練
を実施していない）

１-１２
水防災意識社会の説明資料等の有無
について

平成２７年度に、大学等と共
同で、水がもたらした恩恵と
災害に係るリーフレットを作成
した。

　風水害への備えについての
啓発資料を常備している。

無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。 無し。

１-１３
水災害に関する住民からの問い合わせ
への対応について

水災害等に関する問い合わ
せ窓口を設置し、対応してい
る。

危機管理課及び関係課で対
応。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容に応じ担当部署で
対応。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

水災害等に関する問い合わ
せ窓口を設置し、対応してい
る。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

質問内容を踏まえ、担当部署
が個別に対応している。

１-１４
水防災について住民への周知に関する
取組の実施について

防災講話等で周知している。
風水害への備えについての
啓発を実施。

水防訓練等で説明しているの
み。

洪水ハザードマップの裏面
に，水防の心得を掲載し，周
知を図っている。

実施している。
共同点検などの機会で説明し
ている。

地域防災計画（風水害編）・
洪水ハザードマップを公表し
ている

共同点検で説明しているの
み。

できていない。
出前講座による説明及び広
報紙による啓発を行ってい
る。

水害ハザードマップ及びパン
フレットの配布を実施。

共同点検で説明しているの
み。

町主体で取り組みを実施でき
ていない。今年度、共同点検
を実施した。

できていない。

１-１５
小中学校における水災害教育の実施に
ついて

平成２７年度に関係機関と協
力し、小中学校向けに、水災
害も含む防災リーフレットを作
成した。

副教材にて降雨災害につい
ての内容を掲載。

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

要望に応じて実施することと
している。

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

小中学校を対象とした水災害
教育は実施していない。

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

現状の取組無し。（小中学校
を対象とした水災害教育は実
施していない）

１-１６

水災害等の防災教育においては、学校
教育が重要と考えています。学校の先
生方への水災害等の理解促進の取組
の実施について

学校の先生への取組は実施
していない。

出前講座等において防災教
育に協力。

学校の先生への取組は実施
していない。

実施していない。
学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

学校の先生への取組は実施
していない。

１-１７
住民等への情報伝達手段の整備につい
て

防災行政無線や緊急速報
メール、防災メール、市Web、
フェイスブック、ツイッター等に
よる情報発信、広報車による
周知、Ｌアラートによる報道機
関等への情報提供等を実施
している。

情報伝達手段の多重化を実
施。

防災行政無線やコミュニティＦ
Ｍ、緊急速報メール、防災
メール、市Web、フェイスブッ
ク、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線，車による巡回
広報，ホームページ，メール
配信サービス，ツイッター，Ｌ
アラート，ケーブルテレビ文字
放送による周知。

防災行政無線や緊急速報
メール、防災情報メール、市
Web、ツイッター等による情報
発信、広報車による周知、Ｌ
アラートによる報道機関等へ
の情報提供等を実施してい
る。

防災行政無線やコミュニティＦ
Ｍ、緊急速報メール、防災
メール、市Web、フェイスブッ
ク、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線やコミュニティＦ
Ｍ、緊急速報メール、防災
メール、市Web、フェイスブッ
ク、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線や緊急速報
メール、防災メール、市Web、
ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線、緊急速報メー
ル、防災メール、市Web等に
よる情報発信、広報車による
周知、Ｌアラートによる報道機
関等への情報提供等を実施
している。

防災行政無線や緊急速報
メール、防災メール、市Web等
による情報発信、広報車によ
る周知、Ｌアラートによる報道
機関等への情報提供等を実
施している。

防災行政無線やコミュニティＦ
Ｍ、緊急速報メール、防災
メール、市Web、フェイスブッ
ク、ツイッター等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線や、緊急速報
メール、防災メール、町Web等
による情報発信、広報車によ
る周知、Ｌアラートによる報道
機関等への情報提供等を実
施している。

防災行政無線や緊急速報
メール、防災行政無線メー
ル、町Web等による情報発
信、広報車による周知、Ｌア
ラートによる報道機関等への
情報提供等を実施している。

防災行政無線や、緊急速報
メール、防災メール、市Web、
等による情報発信、広報車に
よる周知、Ｌアラートによる報
道機関等への情報提供等を
実施している。

⑥避難
誘導体
制

１-１８
避難誘導体制の地域防災計画等での位
置づけについて

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

策定済み
避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

消防団，消防局，警察官，町
会，自治会，区等が協力し，
組織的に避難誘導を実施す
る。

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

現状の取組無し。（位置づけ
無し）

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

現状の取組無し。（位置づけ
無し）

避難誘導は、町、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

避難誘導は、町、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

避難誘導は、市、消防、警
察、水防団（消防団）、自主防
災組織等が実施している。

１-１９
避難時にバスなどの公共交通機関によ
る大量輸送の計画について

現状の取組無し（作成無し） なし

バス会社２社と災害時応援協
定を締結し、災害発生時にお
ける避難者等の大量輸送体
制の整備を進めている。

現状の取組無し。 現状の取組無し。（作成無し） 現状の取組無し。（作成無し）
公共交通機関を活用した避
難計画を作成している。

現状の取組無し。（作成無し） 現状の取組無し。（作成無し）
公共交通機関の輸送能力が
限られている為、現状の取り
組みは無し。

現状の取組無し。（作成無し） 現状の取組無し。（作成無し） 現状の取組無し。（作成無し） 現状の取組無し。（作成無し）

１-２０
住民避難が円滑に行われるための工夫
について

市内300か所に海抜表示板を
設置し、避難所については、
ハザードマップや市ホーム
ページに掲載している。

情報伝達方法の多重化。
避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難場所誘導案内付電柱広
告に関する協定を東京電力
グループ及びＮＴＴグループの
広告代理事業者と締結してい
る。その他避難場所等を表示
する看板を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

まちなかの一部に想定浸水
深の高さ等の標識を設置して
いる（まるごとまちごとハザー
ドマップの実施）

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

避難場所誘導案内付電柱広
告に関する協定を東京電力
グループ広告代理事業者と
締結しているが、現状実績無
し。

避難所等の施設に関する電
柱案内表示板の整備を開始
している。
まちなかの電柱等に海抜表
示の標識を設置している。

１-２１
避難所の表示看板やまるごとまちごとハ
ザードマップ等、迅速な避難を実現する
ための取組について

実施していない。 避難所看板を設置。

まるごとまちごとハザードマッ
プは整備していない。避難場
所等を表示する看板は整備
済み。

まるごとまちごとハザードマッ
プは整備していない。避難場
所等を表示する看板は整備
済み。

洪水及び内水氾濫を想定した
浸水HMを作成している。

実施している。 実施している。 実施している。 実施している。 一部において実施している。
避難所等の施設に関する案
内表示板等を整備している。

実施している。 実施を検討中。 実施している。

１-２２
要配慮者施設における避難計画の策定
及び訓練の実施について

現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

なし。
現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

水災害に特化した訓練の実
施はしていないが，一部施設
で防災訓練の実施をしてい
る。

浸水想定エリア内に要配慮者
施設なし。

現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

避難計画を策定し、それに基
づいた避難訓練を実施してい
る。

現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

避難計画は策定していない。
現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

現状の取組無し。（避難計画
を策定していない）

避難計画を策定しているが、
それに基づいた避難訓練は
実施していない。

避難計画を策定しているが、
それに基づいた避難訓練は
実施していない。

質問項目
市町（千葉県）

③リスク
情報の
周知

①避難
勧告等
の発令
基準
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○現状の取組状況 資料4 別紙－１

銚子市 成田市 佐倉市 柏市 八千代市 我孫子市 四街道市 印西市 白井市 香取市 酒々井町 栄町 神崎町 東庄町
質問項目

市町（千葉県）

（２）水防活動に関する事項

２-１ 水防に関する広報の実施について
説明会、防災訓練等の機会
を通じて水防について説明し
ている。

広報誌に水防訓練実施結果
を掲載。

HPや広報誌等による水防訓
練の報告や水防の啓発ポス
ターの掲示等を実施してい
る。

洪水ハザードマップの裏面
に，水防の心得を掲載し，周
知を図っている。平成19年度
に浸水想定区域の地区に全
戸配布。

説明会、防災訓練等の機会
を通じて水防について説明し
ている。

説明会、防災訓練等の機会
を通じて水防について説明し
ている。
HPや広報誌等による水防訓
練の報告や水防の啓発ポス
ターの掲示等を実施してい
る。

説明会、防災訓練等の機会
を通じて水防について説明し
ている。

出前講座等でハザードマップ
を活用して説明している。ま
た、市防災HPに減災対策協
議会のリンクバナーを貼り付
けるなどの広報を実施してい
る。

現状の取組無し。（実施して
いない）

説明会、防災訓練等の機会
を通じて水防について説明し
ている。

HPや広報誌等による水防訓
練の報告や水防の啓発ポス
ターの掲示等を実施してい
る。

HPや広報誌等による水防訓
練の報告や水防の啓発ポス
ターの掲示等を実施してい
る。

現状の取組無し。（実施して
いない）

防災訓練等の機会を通じて
水防について説明している。

２-２ 水防訓練の実施について
年１回水防訓練を実施してい
る。

例年実施（３年に１度は水防
演習として実施）

年１回水防訓練を実施してい
る。

二市共催の水防演習を実施
している。

水防団（消防団）が印旛地区
水防管理団体連合会の水防
演習に参加している。

年１回水防訓練を実施してい
る。

水防事務組合などが主催して
いる水防訓練に参加してい
る。

３市町の輪番により、水防演
習を実施している。

沿川市町外であり水害の可
能性が低いので現状の取組
無し。（実施していない）

年１回水防訓練を実施してい
る。

沿川市町外であり水害の可
能性が低いので現状の取組
無し（実施していない）

３年に一度実施している。
消防団（水防団）の訓練時に
実施している。

年１回防災訓練(一部水防内
容あり)を実施している。

２-３
水防団への連絡系統の再確認や伝達
訓練の実施について

消防本部から消防団（水防
団）への連絡体制を構築して
いる。

通常火災時は消防団メール
により伝達。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
おり、情報提供を実施してい
る。

メール配信サービスにより，
水防団に一斉配信する体制
になっており，平常時から伝
達の確認が行なえている。

消防本部から水防団（消防
団）への連絡体制を構築して
いる。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
おり、情報提供を実施してい
る。

水防団以外で土木組合などと
伝達訓練を実施している。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
いる。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
いる。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
おり、情報提供を実施してい
る。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
おり、情報提供を実施してい
る。

連絡系統は水防団会議で確
認しており、メールでの伝達
訓練を実施している。

災害対策本部から水防団（消
防団）への連絡体制を定めて
おり、情報提供を実施してい
る。

消防から水防団（消防団）へ
の連絡体制を定めており、情
報提供を実施している。

２-４
利根川が決壊した場合、広域的な浸水
となりますが、水防訓練を隣接市町と合
同で行うなどの取組の実施について

現状の取組無し。（浸水範囲
が市の一部であり、隣接市町
と合同で行う予定は無い）

印旛地区水防管理団体連合
会及び印旛利根川水防事務
組合の構成員となっており、
　印旛利根川水防事務組合
が主催する水防演習に参加
している。

現状の取組無し。（浸水範囲
が市町の一部であり、隣接市
町と合同で行う必要は無い）

毎年，二市共催水防演習を
行なっている。

水防団（消防団）が印旛地区
水防管理団体連合会の水防
演習に参加している。

実施している。
避難に関する支援を含めた
災害時相互応援協定を結ん
でいる。

印旛利根川水防事務組合が
主催する水防演習に参加して
いる。

実施している。
４市町合併によって広域的な
取り組みによる水防と訓練が
行われている。

実施している。 実施している。 実施していない。
現状の取組無し。（浸水範囲
が市町の一部であり、隣接市
町と合同で行う必要は無い）

２-５

利根川下流域の破堤箇所によっては、
一市町又は一水防事務組合の範囲を超
えることが想定されますが、そのような
場合の取組について

現状の取組無し。（浸水範囲
が市の一部であり、隣接市町
と合同で行う予定は無い）

印旛地区水防管理団体連合
会の構成員として、相互応援
を行う

現状の取組無し。（浸水範囲
が市町の一部であり、隣接市
町と合同で行う必要は無い）

毎年，二市共催水防演習を
行なっている。

現状の取組無し。（浸水範囲
が市町の一部であり、隣接市
町と合同で行う必要は無い）

有る。（毎年，当市と柏市共催
で水防演習を行なっている。）

現状の取組無し。（浸水範囲
が市町の一部であり、隣接市
町と合同で行う必要は無い）

現状の取組無し。
有る。（水防事務組合での活
動）

４市町合併によって広域的な
取り組みを行っている。

無し。

印旛地区水防管理団体の構
成団体及び印旛利根川水防
組合として構成団体との連携
協力を行なう。

自衛隊と連携を密にしてい
る。台風等の際には、到来す
る前する前から情報交換をし
ている。

現状の取組無し

⑧河川
の巡視
区間

２-６
水防警報発令後の巡視区間・頻度・内
容について

管轄する消防団が巡視を実
施。

水防実施計画書に重要水防
箇所を記載。

地域防災計画に基づき策定
した佐倉市災害対策本部水
防活動要領に、巡視区間等を
位置づけている。

水防計画に巡視の必要となる
区間を位置づけている。

沿川市町外のため現状の取
組無し。（河川巡視は実施し
ていない）

水防計画に河川巡視の必要
となる区間を位置づけてい
る。

沿川市町外のため現状の取
組無し。（河川巡視は実施し
ていない）

地域防災計画に重要河川水
防箇所を位置付けている。

沿川市町外のため現状の取
組無し。（河川巡視は実施し
ていない）

地域防災計画に河川巡視の
必要となる区間を位置づけて
いる。

沿川市町外のため現状の取
組無し。（河川巡視は実施し
ていない）

水防実施計画書に河川巡視
の必要となる区間を位置づけ
ている。

地域防災計画に河川巡視の
必要となる区間を位置づけて
いる。

地域防災計画に河川巡視の
必要を記載している。

２-７

内水に対する水防活動以外に利根川の
水防活動の実施について。また、水防協
力団体の募集、指定についての広報の
実施について

消防団が水防対応を行ってい
る。消防団員の募集は、ポス
ター等により随時広報してい
る。

水防実施計画書により利根
川の水害防御を規定。水防
協力団体の募集はなし。

水防協力団体は声掛けしても
応募無し。水防団員は、利根
川の水防活動も、ある程度は
対応可能。

毎年行っている二市共催水
防演習で利根川の水防活動
訓練を実施している。

消防団の募集のみ実施して
いる。

水防団員の募集は定期的に
実施しているが、水防協力団
体の募集はポスターを掲示し
ているのみ。また、水防団員
は内水対応で手一杯であり、
利根川の水防活動は困難な
状況。

消防団員の募集を行ってい
る。また、水防団員は内水対
応で手一杯であり、利根川の
水防活動は困難な状況。

水防団員（消防団員）の募集
広報は、定期的に実施してい
る。

水防団員（消防団）は、利根
川の水防活動も、ある程度は
対応可能。

内水に対する水防活動以外
に利根川の水防活動を実施
している。
水防団員の募集は広報紙等
により定期的に実施してい
る。

水防事務組合以外の取り組
み無し。

水防実施計画書により利根
川の水害防御を規定。水防
協力団体の募集はしていな
い。

消防団員（水防団員兼務）の
募集を行っている。ある程度
は、利根川における水防活動
に参加できる。

水防団員及び水防協力団体
の募集はポスターを掲示して
いるのみ。また、水防団員は
内水対応で手一杯であり、利
根川の水防活動は困難な状
況。

２-８
水害リスクの高い箇所に関して水防団
や地域住民との情報共有について

年１回の水防連絡協議会で
行政間は情報共有している。
また、平成２７年度に、利根川
下流河川事務所職員の同席
により、一部地域で共同点検
を初めて実施した。

住民へは防災マップにて、水
防団へは水防計実施計画書
により周知。

市主催の水防訓練を通して、
市、水防団、消防及び印旛土
木事務所と情報共有

柏市洪水ハザードマップで住
民への情報提供を実施してい
る。

現状の取組無し。（実施して
いない）

住民を含めた共同点検を実
施しているが、一部住民のみ
となっている。

年に１回急傾斜地の点検を
行っている。

住民を含めた共同点検を実
施しているが、一部住民のみ
となっている。

現状の取組無し。（実施して
いない）

住民を含めた共同点検を実
施しているが、一部住民のみ
となっている。

現状の取組無し。（実施して
いない）

住民を含めた共同点検を実
施しているが、一部住民のみ
となっている。

様々な災害対応を通じて町の
状況を把握している。町、消
防団、被害箇所の地域住民と
共通認識を持っている。

現状の取組無し。（実施して
いない）

⑨水防
資機材
の整備
状況

２-９
水防活動への重機使用等、建設会社の
支援に関する協定の締結について

現状の取組無し。（実施して
いない）

建設業災害対策協力会と災
害時応急工事等の協力に関
する業務協定書を締結。

水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

柏市建設業界と，災害時にお
ける応急復旧活動の協力に
関する協定を締結している。

水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

現状の取組無し。（実施して
いない）

災害応急活動に関して建設
会社と支援の協定を締結して
いる。

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

現状の取組無し。（実施して
いない）

水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

２-１０

利根川下流域の利根川本川の水防活
動必要区間延長は長く、限られた水防
団員による水防工法においては、簡易
または省力化された水防工法が有用と
考えます。新技術を活用した水防資機
材や、水防資機材の配備について

必要数の備蓄なし。また、新
技術の水防資機材の配備
は、当面行う予定が無い。

土のう製作器を試験導入。

水防倉庫等に土嚢袋やロー
プ、シート等の水防資機材を
備蓄している。
（新技術を活用した水防資機
材は配備していない。）

水防倉庫に土嚢袋やロープ，
シート等の水防資機材を備蓄
しているが，新技術の採用は
ない。

浸水範囲が市の一部に限定
されているため，新技術の水
防資機材の配備は，当面行う
予定が無い。

水防倉庫等に土嚢袋やロー
プ、シート等の水防資機材を
備蓄している。

現状の取組無し（浸水想定範
囲が市の一部にとどまるた
め。）また、新技術の水防資
機材の配備は、当面行う予定
が無い。

水防倉庫に土嚢袋やロープ，
シート等の水防資機材を備蓄
しているが，新技術の採用は
ない。

浸水範囲が市内の一部であ
り、水害時には保有している
資機材で対応を行うこととして
いる。また、新技術の水防資
機材の配備は、当面行う予定
が無い。

新技術を活用したものではな
いが、水防倉庫等に基本的な
土嚢袋やロープ、シート等の
水防資機材を配備している。

現状の取組無し（必要数の備
蓄なし。）また、新技術の水防
資機材の配備は、当面行う予
定が無い。

新技術の水防資機材の配備
は、当面行う予定が無い。

水防倉庫等に土嚢袋やロー
プ、シート等の水防資機材を
備蓄しているが、新技術を活
用した水防資機材の配備な
し。

水防倉庫等に土嚢袋やロー
プ、シート等の水防資機材を
備蓄しているが、新技術を活
用した水防資機材の配備な
し。

２-１１
水害ＢＣＰ（事業継続計画）の作成につ
いて

現状の取組無し。（作成して
いない）

なし。
現状の取組無し。（作成して
いない）

浸水想定区域内に庁舎がな
いため，該当しない。

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

震災のみＢＣＰを作成してい
る。

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

水害BCPは作成済みである。
現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

２-１２
洪水時の庁舎等の機能確保のための対
応マニュアルについて

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

浸水想定区域内に市庁舎な
し。

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

浸水想定区域内に庁舎がな
いため，該当しない。

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

作成していない。
現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲
に庁舎等の施設がない）

２-１３
大規模工場等へ浸水リスクの説明と水
害対策等の啓蒙活動の実施について

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

浸水想定区域内に大規模工
場用地なし。

現状の取組無し。（浸水想定
区域内に大規模工場等が無
いので実施していない）

浸水想定区域内に大規模工
場がないため，該当しない。

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

大規模工場等が無いので実
施していない。

現状の取組無し。（大規模工
場等が無いので実施していな
い）

現状の取組無し。（浸水想定
区域内に大規模工場等の立
地はない）

現状の取組無し。（洪水想定
地域に大規模工場等が無い
ので実施していない）

現状の取組無し。（洪水想定
地域に大規模工場等が無い
ので実施していない）

２-１４
自治会等の自衛水防に関する周知につ
いて

水防訓練を公開で行い、自衛
水防の一助としている。

広報誌に家庭での土のうの
備蓄についての記事を掲載。

説明会等を実施している。
二市共催の水防演習で，近
隣自治会等を招き，周知して
いる。

現状の取組無し。（実施して
いない）

説明会等を実施している。
現状の取組無し。（想定浸水
エリアが市の一部にとどまる
ため実施していない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

一部の自治会で実施してい
る。

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

説明会等を実施している。

２-１５
排水施設の耐水化、庁舎等の重要施設
の耐水対策について

排水施設なし。
庁舎は浸水想定区域外。

浸水想定区域内に市庁舎な
し。

施設は高台にあるため対策
の必要は無い。

予算の関係が有り、出来る所
から実施中。

浸水想定区域に庁舎等は，
立地していないため耐水対策
は行っていない。

施設は高台にあるため対策
の必要は無い。

耐水化や耐水対策は実施し
ていない。

非常用発電設備を嵩上げす
るなどの浸水対策を実施して
いる。

非常用発電設備を嵩上げす
るなどの浸水対策を実施す
る。（新庁舎建設中）

本庁舎被災時には、災害対
策本部を高台の支所に移転
し、機能確保を図っている。

排水施設無し。
庁舎は立地上、浸水害無し。

浸水想定区域内に庁舎なし。 庁舎は立地上、浸水害無し。
施設は高台にあるため対策
の必要は無い。

（３）氾濫水の排水，施設運用等に関する事項

　 ３-１
利根川の決壊による浸水に対する、現
状の配置計画の確実な住民避難や早期
の社会機能回復の実効について

行える。
排水能力の向上が求められ
る。

行えない。 行えない。 行える。 行えない。 行える。 行えない。 行えない。 行えない。 行えない。 行えない。 行えない。 行えない。

３-２
利根川本川支川の樋門等閉扉による内
水被害の発生の懸念について

懸念される。
排水機場の能力不足等によ
る内水氾濫の懸念あり。（尾
羽根川）

不明。 懸念される。 不明 懸念される。 懸念されない。 懸念される。 懸念されない。 懸念される。 懸念される。 懸念される。 懸念される。 懸念される。

３-３
氾濫水をより迅速に排水するための排
水計画の作成について

現状の取組無し。（作成して
いない）

なし。
現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。
現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない。）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

３-４
排水計画に基づく排水訓練の実施につ
いて

現状の取組無し。（作成して
いない）

なし。
現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。
現状の取組無し（作成してい
ない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

⑪排水
施設、
排水資
機材の
操作、
運用

⑦河川
水位等
に係る
情報提
供

⑩市町
庁舎、
災害拠
点病院
等の水
害時に
おける
対応
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○現状の取組状況 資料4 別紙－１

気象庁 関東地方整備局

利根川水系県南水防事務組合 稲敷地方広域市町村圏事務組合 印旛利根川水防事務組合 千葉県長沼水防予防組合 茨城県防災・危機管理課 茨城県河川課 千葉県 利根川下流総合管理所 千葉用水総合管理所 霞ヶ浦用水管理所 水戸地方気象台・銚子地方気象台 利根川下流河川事務所

（1）情報伝達，避難計画等に関する事項

１-１
避難に関する発令基準（対象区域・判断
基準）の位置づけについて

河川水位の動向に応じて、住民避
難等に資する「洪水予報」（国土交
通省、気象庁共同発表）を自治体
向けに通知している。ならびに報道
機関等を通じて住民に周知。（国交
省・気象庁共同発表）

１-２
避難勧告に着目したタイムラインの策定
について

関東地方整備局、県、市町村と協同し、
タイムラインの策定を支援している。

避難勧告に着目したタイムラインの
策定を支援している。

②避難
場所・
避難経
路

１-３
水害時の避難場所の指定、住民への周
知について

浸水想定区域図を作成し公表する
など関係自治体が作成するハザー
ドマップの作成支援を実施。

１-４

利根川の決壊により広範囲に浸水するこ
とが予想された場合、避難経路による住
民の避難について、また、ハザードマップ
で避難所までの避難路の指定状況につ
いて

１-５

利根川と支川（小貝川・手賀川（沼）・印旛
沼・常陸利根川（霞ヶ浦）等）同時の浸水
を想定した避難場所、避難経路等の想定
について

利根川の浸水を想定した浸水想定
区域図を作成している。

１-６
想定最大規模降雨の場合の住民避難に
ついて

想定最大規模降雨による浸水想定
区域図、氾濫シミュレーションを作
成する必要がある。

１-７
雨の降り方が変化していること等を踏ま
えた防災・減災対策の取り組みについて

雨の降り方が変化していること等を「新
たなステージ」と捉え、危機感をもって防
災・減災対策に取り組むことが必要な状
況。

１-８-
１

計画規模の外力を対象とした洪水ハザー
ドマップの作成、住民への周知について

浸水想定区域図を作成し公表する
など関係自治体が作成するハザー
ドマップの作成支援を実施。また、
共同点検等でハザードマップの周
知を実施。

１-８-
２

想定最大規模の外力を対象とした洪水浸
水想定区域図が公表された後、洪水ハ
ザードマップの作成・周知を5年以内に行
う予定について

水害ハザードマップ作成の手引き、
ハザードマップ作成支援ツール等を
提供し、洪水ハザードマップの作成
の支援を実施。

④避難
住民等
への情
報伝達
体制や
方法

１-９
自治会等も参加した避難訓練の実施につ
いて

該当しない。 該当しない。 該当しない。
市と合同で実施する総合防災訓
練で避難訓練を実施している。

無し。
自治体が主催する防災訓練に参
加するとともに、自社において適宜
訓練を実施している。

該当なし。
避難訓練に配布する資料等の提供
による支援を実施。

⑤住民
への情
報伝達
体制や
方法

１-１０
住民が自ら水害のリスクを察知し主体的
に避難出来る取組について

迅速な水防活動を支援するため、
スマートフォン等を活用したリアルタ
イム情報の提供等を行っている。

１-１１
スマートフォン等のIT機器を活用した避難
訓練等の実施について

該当しない。 該当しない。 該当しない。
緊急速報メールを活用して避難
訓練を実施している。

無し。
訓練において、スマートフォン・携
帯電話・パソコン等を用いて、安否
確認・情報伝達等を実施している。

該当なし。

住民の避難行動を促し、迅速な水
防活動を支援するため、スマート
フォン等を活用したリアルタイム情
報の提供等を行っている。

１-１２
水防災意識社会の説明資料等の有無に
ついて

無し。 無し。 無し。 国の作成資料がある。 国の作成資料がある。 無し。 該当なし。 説明資料は有している。

１-１３
水災害に関する住民からの問い合わせ
への対応について

質問に対して個別に回答。 質問に対して個別に回答。
問い合わせ窓口の対応へのサポートを
行っている。

担当窓口を決めて、問い合わせを
集約している。

１-１４
水防災について住民への周知に関する
取組の実施について

組合議員や訓練に参加する消防団
員に限られる。

共同点検に参加している。 共同点検に参加している。
出前講座の依頼があれば実施す
ることにしている。

県で配布している広報資料に水害
への知識と備えについて掲載、ま
た、FMラジオでの防災CMで夏の
時期には洪水や土砂災害につい
て放送している。

実施していない。 該当なし。
水防災に関する説明会、出前講座を活
用した講習会を実施している。

利根川水系連合・総合水防演習や
共同点検等の機会を通じて、水防
災に関する周知を実施。

１-１５
小中学校における水災害教育の実施に
ついて

該当なし。 該当しない。 該当しない。
出前講座の依頼があれば実施す
ることにしている。

出前講座等の依頼があれば実施
することにしている。

現状の取組無し。 該当なし。
水戸：小中学生を対象とした出前講座な
どの防災教育を実施している。

利根川水系連合・総合水防演習に
おいて一部の小学生に対しては水
災害について説明を実施。

１-１６

水災害等の防災教育においては、学校教
育が重要と考えています。学校の先生方
への水災害等の理解促進の取組の実施
について

該当なし。 該当しない。 該当しない。
出前講座の依頼があれば実施す
ることにしている。

研修会において、気象庁から講師
を招き、水災害を含む様々な災害
のメカニズムや対処法の講話を行
い理解促進に努めている。

学校の先生への取組は実施してい
ない。

該当なし
教員を対象とした出前講座などの防災
教育を実施している。

先生方から説明等のご依頼が有っ
た場合に対応している。

１-１７
住民等への情報伝達手段の整備につい
て

河川水位、洪水予報、ライブ映像等
の情報をWEBや報道機関を通じて
伝達している。ＣＣＴＶカメラの設置
を実施している。

⑥避難
誘導体
制

１-１８
避難誘導体制の地域防災計画等での位
置づけについて

１-１９
避難時にバスなどの公共交通機関による
大量輸送の計画について

災害発生時には，指定地方公共
機関である茨城県バス協会等に
対して，輸送を依頼することとして
いるが，個別具体的な計画はな
い。

災害発生時には，指定地方公共
機関である千葉県バス協会等に
対して，輸送を依頼することとして
いるが，個別具体的な計画はな
い。

１-２０
住民避難が円滑に行われるための工夫
について

自主防災組織の結成促進，活動
内容の充実のための研修会の実
施

各種広報媒体を使用し啓発を行っ
ている。

①避難
勧告等
の発令
基準

③リス
ク情報
の周知

水防事務組合 県 水資源機構
質問項目
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○現状の取組状況 資料4 別紙－１

気象庁 関東地方整備局

利根川水系県南水防事務組合 稲敷地方広域市町村圏事務組合 印旛利根川水防事務組合 千葉県長沼水防予防組合 茨城県防災・危機管理課 茨城県河川課 千葉県 利根川下流総合管理所 千葉用水総合管理所 霞ヶ浦用水管理所 水戸地方気象台・銚子地方気象台 利根川下流河川事務所

水防事務組合 県 水資源機構
質問項目

１-２１
避難所の表示看板やまるごとまちごとハ
ザードマップ等、迅速な避難を実現するた
めの取組について

自治会，自主防災組織等に対す
るハザードマップを活用した出前
講座の実施

市町村に対し説明会を実施
まるごとまちごとハザードマップにつ
いては、依頼に応じて支援を実施。

１-２２
要配慮者施設における避難計画の策定
及び訓練の実施について

（２）水防活動に関する事項

２-１ 水防に関する広報の実施について 組合議員を通じてのものになる。
水防の啓発ポスターの掲示等を実施し
ている。

HP等による水防訓練の報告や
水防の啓発ポスターの掲示等
を実施している。

（成田市を参照）

HPや広報誌等による水防訓
練の報告や水防の啓発ポス
ターの掲示等を実施してい
る。

水防の啓発ポスターの掲示等を実
施している。

説明会、防災訓練等の機会を通じて水
防について説明している。

水防月間、水防演習等で、ポスター
の掲示やパンフの配布、パネル展
示など実施。

２-２ 水防訓練の実施について 年１回水防訓練を実施している。 年１回水防訓練を実施している。
年１回水防訓練を実施してい
る。

（成田市を参照）
年１回水防訓練を実施してい
る。

水防管理団体と合同で水防訓練
を実施している。

水戸：水防管理団体が行う訓練への参
加、支援を行っている。

水防管理団体が行う訓練への参加
や利根川水系連合・総合水防演習
に参加。

２-３
水防団への連絡系統の再確認や伝達訓
練の実施について

構成市消防団で対応願う。構成市に
ついては水防計画等で確認する。

構成市町で，対応。該当しない。
連絡系統確認を行い、メール
での伝達訓練を実施している。

（成田市を参照）

年度当初に市町村担当者の
連絡系統確認を行い，国の訓
練に併せて伝達訓練を実施し
ている。

毎年、情報伝達訓練を実施してい
る。

洪水対応演習などの機会を通じ、
伝達訓練を実施している。

２-４
利根川が決壊した場合、広域的な浸水と
なりますが、水防訓練を隣接市町と合同
で行うなどの取組の実施について

稲敷広域と合同訓練を毎年実施し、
水防協議会でも関係機関に協力を
願っている。

隣接する，県南水防事務組合と毎年合
同で訓練を実施している。

実施している。 （成田市を参照）
利根川水系水防総合演習を
実施

実施している。
水防訓練で高水敷、防災ステーショ
ンを活用する場合に支援

２-５

利根川下流域の破堤箇所によっては、一
市町又は一水防事務組合の範囲を超え
ることが想定されますが、そのような場合
の取組について

合同訓練を実施しているが、現状で
は難しい。

現状の取組無し。
合同訓練を実施しているが、現
状では難しい。

（成田市を参照）
利根川水系水防総合演習を
実施。

取組無し。
水戸：広域避難計画の策定に必要な情
報の提供及び策定への支援を行ってい
る。

⑧河川
の巡視
区間

２-６
水防警報発令後の巡視区間・頻度・内容
について

水防計画に河川巡視の必要となる区
間を位置づけている。

水防計画にて，位置づけている。
水防実施計画に河川巡視の必
要となる区間を位置づけてい
る。

（成田市を参照）
茨城県水防計画により危険
箇所を把握している。

水防計画において河川巡視の必
要となる区間を位置づけている。

２-７

内水に対する水防活動以外に利根川の
水防活動の実施について。また、水防協
力団体の募集、指定についての広報の実
施について

内水は自治体対応であり、協力団体
は実施できない。

該当しない。
水防団員は、利根川の水防活
動も対応可能。

（成田市を参照）

２-８
水害リスクの高い箇所に関して水防団や
地域住民との情報共有について

住民を含めた共同点検を実施してい
るが、一部住民のみとなっている。

共同点検に参加している。
住民を含めた共同点検を実施
しているが、一部住民のみと
なっている。

（成田市を参照）
市町村へ茨城県水防計画を
配布し重要水防箇所を周知し
ている。

年１回の水防連絡協議会で情報
共有している。

重要水防箇所箇所等の合同巡視、
共同点検を実施。

⑨水防
資機材
の整備
状況

２-９
水防活動への重機使用等、建設会社の
支援に関する協定の締結について

現状の取組無し。（実施していない） 該当しない。
構成市町にて各々建設会社と
支援の協定を締結している。

（成田市を参照）
水防活動に関して建設会社と
支援の協定を締結している。

２-１０

利根川下流域の利根川本川の水防活動
必要区間延長は長く、限られた水防団員
による水防工法においては、簡易または
省力化された水防工法が有用と考えま
す。新技術を活用した水防資機材や、水
防資機材の配備について

水防倉庫等に土嚢袋やロープ、シー
ト等の水防資機材を備蓄している。
また、新技術を活用したものを研究
中である。

水防倉庫等に土嚢袋やロープ、シート
等の水防資機材を備蓄している。ま
た、新技術の水防資機材の配備は、当
面行う予定が無い。

水防倉庫等に土嚢袋やロー
プ、シート等の水防資機材を備
蓄している。
また、新技術の水防資機材の
配備は、当面行う予定が無い。

水防倉庫等に土嚢袋やロープ、
シート等の水防資機材を備蓄して
いる。

利根川水系連合・総合水防演習の
出展コーナーで新技術を活用した
水防資機材を紹介している。

２-１１
水害ＢＣＰ（事業継続計画）の作成につい
て

現状の取組無し。（作成していない） 現状の取組無し。（作成していない）
現状の取組無し。（作成してい
ない）

地震ＢＣＰを作成済み。
水害に特化したBCPは作成してい
ない。

現状の取組無し。（作成していな
い）

水害に特化したBCPは作成してい
ない。

該当なし。
水戸：水害BCPの作成への支援を行って
いる。

水害ＢＣＰを策定済み。

２-１２
洪水時の庁舎等の機能確保のための対
応マニュアルについて

現状の取組無し。（浸水範囲に庁舎
等の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲に庁舎等
の施設がない）

現状の取組無し。（浸水範囲に
庁舎等の施設がない）

浸水範囲に本庁舎なし。 現状の取組無し。 現状の取組無し。
現状の取組無し。（浸水範囲に庁
舎等の施設がない）

該当なし。 対応マニュアルを策定済み。

２-１３
大規模工場等へ浸水リスクの説明と水害
対策等の啓蒙活動の実施について

現状の取組無し。
現状の取組無し。（大規模工場等が無
いので実施していない）

現状の取組無し。（大規模工場
等が無いので実施していない）

２-１４
自治会等の自衛水防に関する周知につ
いて

現状の取組無し。（実施していない） 現状の取組無し。（実施していない）
現状の取組無し。（実施してい
ない）

自主防災組織の結成促進，活動
内容の充実のための研修会の実
施。【再掲】

特になし。 自主防災組織への支援を行っている。
利根川水系連合・総合水防演習に
おいて自衛水防の取組を紹介して
いる。

２-１５
排水施設の耐水化、庁舎等の重要施設
の耐水対策について

一部実施中。 予算の関係が有り、未対応。
現状の取組無し。（浸水範囲に庁
舎等の施設がない）

該当なし。
出張所や排水機場の耐水化を検討
し、一部実施。

（３）氾濫水の排水，施設運用等に関する事項

　 ３-１
利根川の決壊による浸水に対する、現状
の配置計画の確実な住民避難や早期の
社会機能回復の実効について

行えない。 行えない。 行えない。

３-２
利根川本川支川の樋門等閉扉による内
水被害の発生の懸念について

懸念される。 懸念される。

３-３
氾濫水をより迅速に排水するための排水
計画の作成について

現状の取組無し。（作成していない） 現状の取組無し。（作成していない）
現状の取組無し。（作成してい
ない）

現状の取組無し。（作成して
いない）

現状の取組無し。（作成していな
い）

水戸：排水計画（案）の作成への協力、
排水計画に基づく自治体訓練への支援
を行う。

３-４
排水計画に基づく排水訓練の実施につい
て

現状の取組無し。（実施していない） 現状の取組無し。（実施していない）
現状の取組無し。（実施してい
ない）

現状の取組無し。（実施して
いない）

現状の取組無し。（実施していな
い）

関係自治体が行う訓練への支援と
して、災害対策用機械操作講習会
等の実施。

（４） 河川管理施設の整備に関する事項

⑫堤防
等河川
管理施
設の現
状の整
備状況

４-１
堤防等河川管理施設の現状の整備状況
について

堤防が未整備の区間や計画に対し
流下能力が不足している区間にお
いて堤防整備や河道掘削などを進
めている。また、ＣＣＴＶカメラ等の
設置、維持管理を実施している。

⑪排水
施設、
排水資
機材の
操作、
運用

⑦河川
水位等
に係る
情報提
供

⑩市町
庁舎、
災害拠
点病院
等の水
害時に
おける
対応
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○概ね５年で実施する取組
具体的な取組の柱

事項
気象
庁

関東
地整

具体的取組

龍
ケ
崎
市

取
手
市

潮
来
市

稲
敷
市

神
栖
市

河
内
町

利
根
町

銚
子
市

成
田
市

佐
倉
市

柏
市

八
千
代
市

我
孫
子
市

四
街
道
市

印
西
市

白
井
市

香
取
市

酒
々
井
町

栄
町

神
崎
町

東
庄
町

利
根
川
水
系
県
南
水
防

事
務
組
合

稲
敷
地
方
広
域
市
町
村

圏
事
務
組
合

印
旛
利
根
川
水
防
事
務

組
合

千
葉
県
長
沼
水
防
予
防

組
合

茨
城
県
防
災
・
危
機
管

理
課

茨
城
県
河
川
課

千
葉
県

利
根
川
下
流
総
合
管
理

所

千
葉
用
水
総
合
管
理
所

霞
ヶ
浦
用
水
管
理
所

水
戸
地
方
気
象
台
・
銚

子
地
方
気
象
台

利
根
川
下
流
河
川
事
務

所

・沿川市町：想定最大規模降雨における洪水を対象に基準の見直しについて検討する。
・沿川市町以外：洪水浸水想定区域に基づく避難の発令対象区間を設定、また、必要に
応じて避難の発令基準を修正

Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

・沿川市町：ロールプレイ等による検討を行いながらタイムラインの見直しを行う。
・沿川市町以外：避難勧告に着目したタイムラインの作成

Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

・広域避難計画の検討、策定や避難経路に関する検討、防災訓練などの機会を通じ避難
場所の住民への周知を図る。

Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 活用

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表 Ｈ２９年度 ○

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手
のし易さサポート）

Ｈ２９年度から順次実施 ○

・想定最大外力を反映した洪水HMの策定・周知 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 活用

・首長も参加したロールプレイング等の実戦的な避難訓練の実施 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － － ○ 参加

・洪水情報のプッシュ型配信の実施 Ｈ２９年度から順次実施 ○

・スマホ等IT機器の活用を検討、避難訓練等の実施 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ － － ○ 参加

・水防災意識社会に関する資料等の作成による広報の推進 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ 活用

・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 活用

・水防災に関する説明会の開催 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － ○ － ○ － ○ ○ 参加

・小中学校における水災害教育の実施 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 参加

・教員を対象とした講習会の実施 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

・避難誘導体制の充実 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 活用

・日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現するため、まるごとまちごとHMの
検討、整備や表示板等の整備推進

Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 活用

・要配慮者施設における避難計画の策定および訓練の実施促進、訓練の必要性の啓発 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ 活用

・水防に関する広報の推進 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ ○ ○ 参加

・水防（防災）訓練の実施 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ 参加

別紙-２－１

実施する機関

地域
住民

目標時期

（２）洪水氾濫による被害の軽減，避難時間の確保のための水防活動の取り組み

資料4

■ソフト対策の主な取り組み

（1）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り組み

市町（茨城県） 市町（千葉県） 水防事務組合 県 水資源機構
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○概ね５年で実施する取組
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別紙-２－１

実施する機関

地域
住民

目標時期

資料4

市町（茨城県） 市町（千葉県） 水防事務組合 県 水資源機構

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ － ○ 参加

・隣接市町合同による水防訓練の取組を推進 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ 参加

・広域的な水防支援体制を推進 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○

・広域化、長期化する水防活動も視野に入れ、巡視区間・頻度・内容の明確化を図る Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ －

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進 引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ －

・沿川市町：毎年、水防団や地域住民が参加し洪水特性を考慮した水害リスクの高い箇
所の共同点検の実施
・沿川市町外：水害リスクの高い地域への訓練実施の呼びかけや防災啓発の場で住民
等へ周知を図る。

Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ 参加

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築 Ｈ２８年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ －

・水害ＢＣＰ策定に向けた検討 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － － ○ ○ － ○ ○

・洪水や氾濫の特性も考慮した内容の氾濫を想定した対応マニュアルの作成 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － ○ ○ ○ － － ○

・大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知活動の実施 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － － － － － ○ － ○ － ○ － ○ ○ － － ○ － － － － ○ 参加

・自衛水防を説明会等により市民へ周知 Ｈ２９年度から順次実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ － ○ － ○ ○ ○ 参加

　
・河口に近い特性も考慮した氾濫水を迅速に排水するための、排水施設情報の共有・排
水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画(案)の作成

Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○ ○ ○

・排水計画に基づく排水訓練の実施 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ ○

優先的に実施する堤防整備 Ｈ３２年度 ○

優先的に実施する堤防天端の保護 Ｈ３２年度 ○

・簡易水位計や量水標、ＣＣＴＶカメラ等の設置 Ｈ３２年度 ○

・円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ 活用

・迅速な水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機材の検討、配備や地域
防災計画に基づく水防資機材等の配備、維持管理

引き続き実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ － ○

・氾濫形態に応じた排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実施 Ｈ３２年度 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ － ○

（１）洪水を河川内で安全に流す対策、危機管理型ハード対策

（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取り組み

○：実施予定、●：実施済、-：対象なし

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■ハ－ド対策の主な取り組み
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○概ね５年で実施する取組
資料4 別紙－２－２

龍ケ崎市 取手市 潮来市 稲敷市 神栖市 河内町 利根町

■ソフト対策の主な取り組み

（1）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り組み

・沿川市町：想定最大規模降雨における
洪水を対象に基準の見直しについて検討
する。
・沿川市町以外：洪水浸水想定区域に基
づく避難の発令対象区間を設定、また、
必要に応じて避難の発令基準を修正

地域防災計画において，小貝川・利根川洪
水避難計画を想定し，避難の発令基準，対
象区域を位置づける。【平成２８年度から順
次実施】

想定最大規模の降雨による洪水浸水想定
区域の策定・公表された後に、避難対象区
域について再度見直しを行う。【平成30年3
月まで】

地域防災計画において、水防上の基準水
位にあわせた避難の発令基準、対象区域
を位置づける。

地域防災計画において、水防上の基準に
合わせた避難の発令基準、対象区域を位
置づける。【平成33年3月まで】

地域防災計画において、対象区域を明確に
定める。【平成33年3月まで】

想定最大規模の外力が公表された後、修
正を行う。

想定最大規模降雨における洪水を対象に
基準の見直しについて検討する。【平成29
年度～】

・沿川市町：ロールプレイ等による検討を
行いながらタイムラインの見直しを行う。
・沿川市町以外：避難勧告に着目したタイ
ムラインの作成

避難対象住民等の意見を聴取し，タイムラ
インに基づく避難訓練の検討会にて整理
し，検証を行っていく。【検討会実施済み、
検証については平成２８年度から順次実
施】

タイムラインの検証を行う。【平成33年3月ま
で】

タイムラインに基づいた訓練を実施してい
く。

タイムラインに基いた訓練を実施していく。
【平成33年3月まで】

タイムラインに基づいた避難訓練を実施す
る。【平成33年3月まで】

タイムラインの検証。【平成30年3月まで】
タイムラインの検証及び見直しを行う。【平
成29年度～】

・広域避難計画の検討、策定や避難経路
に関する検討、防災訓練などの機会を通
じ避難場所の住民への周知を図る。

現在，小貝川・利根川洪水避難計画を策定
中。【H28年度から順次実施】

避難経路の指定について検討を行う。【平
成33年3月まで】

今後、隣接する市町と広域避難及び避難後
の相互支援について協定を締結する。避難
場所・避難経路について洪水ハザードマッ
プや地域防災計画に位置づけ、住民へ周
知を行う。

避難経路等が分かるように洪水ハザード
マップや地域防災計画に位置づけ、住民周
知を行う。【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した広域避難計画を策
定する。【平成33年3月まで】

町内での避難は限界があるため、隣接市
町村との広域避難の協定を締結する。【平
成３４年３月まで】

隣接市町村との広域避難の協定締結を検
討する。【平成32年度まで】

・想定最大外力を反映した洪水HMの策
定・周知

防災の手引き，ハザードマップにより周知を
図る。【平成29年度から順次実施】

想定最大外力を対象とした洪水浸水想定
区域図の策定・公表された後に洪水ハザー
ドマップを作成し周知する。【平成29年度以
降】

想定最大外力にもとづいた洪水を対象に、
洪水ハザードマップを公表し、住民へ周知
する。

広報への掲載や、浸水区域の住民への説
明会等の開催。【平成33年3月まで】

洪水ハザードマップの更新時に説明会等を
開催する。【平成33年3月まで】

想定最大規模の外力を対象とした洪水浸
水想定区域図が公表された後、ハザード
マップの見直しを行う。【平成３４年３月ま
で】

想定最大規模の外力を対象とした洪水浸
水想定区域図が公表された後、ハザード
マップの見直しを行う。【平成29年度～】

・首長も参加したロールプレイング等の実
戦的な避難訓練の実施

引き続き，首長も参加する水害対応の実践
的な避難訓練を実施していく。【実施済み】

引き続き，首長も参加する実践的な避難訓
練を実施していく。
また、多くの自治会や自主防災会で避難訓
練を実施しているが、一部実施していない
地区があるので、その地区に対して実施し
てもらう。【平成33年3月まで】

首長も参加したロールプレイング等の実戦
的な避難訓練を毎年実施する。

内容を更に実践的にして、避難訓練を行
う。【平成33年3月まで】

首長も参加したロールプレーイング等の実
践的な避難訓練を実施する。【平成33年3月
まで】

避難訓練の実施を検討。【平成３１年３月ま
で】

避難訓練の実施を検討する。【平成29年度
～】

・スマホ等IT機器の活用を検討、避難訓
練等の実施

今後もスマホ等IT機器を用いた訓練を継続
していく。【実施済み】

防災に関して、IT技術を活用の検討をして
いく。【平成29年度以降】

スマートフォンを活用した避難訓練を実施す
る。

スマートフォン等のＩＴ機器の活用を検討す
る。【平成33年3月まで】

スマートフォン等のIT機器を活用した避難
訓練を実施する。【平成33年3月まで】

スマートフォン等のＩＴ機器の活用を検討す
る。【平成33年3月まで】

スマートフォン等のＩＴ機器の活用を検討す
る。【平成29年度～】

・水防災意識社会に関する資料等の作成
による広報の推進

水防災意識社会に関する資料（掲示用の
パネル等）を作成する。【平成２９年度から
順次実施】

今後も継続して、水防災に関して周知を
行っていく。

「水防意識向上」のための資料を作成する。
水防意識社会に関する資料等の作成。【平
成33年3月まで】

水防災意識社会に関する資料等を作成し，
住民へ周知する。【平成33年3月まで】

水防意識社会に関する資料等を作成する。
【平成33年3月まで】

水防意識社会に関する資料等による広報
を実施する。【平成29年度～】

・水災害の事前準備に関する問い合わせ
窓口の設置

危機管理室で対応する。【実施済み】
水災害の事前準備に関する問い合わせ窓
口の設置を行う。【平成33年3月まで】

水災害の事前準備に関する問い合わせ窓
口の設置を行う。【平成33年3月まで】

水災害に対する勉強会等の実施。【平成33
年3月まで】

水災害の事前準備に関する問い合わせ窓
口を設置する。【平成33年3月まで】

総務課(交通防災)にて対応。
・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓
口の設置を検討する。【平成29年度～】

・水防災に関する説明会の開催
要望により，水防災に対する説明会を行っ
ていく。【実施済み】

要望があった際に、水防災に関して地区の
出前講座を開催し説明しており、継続して
実施する。

水防災に関する説明会等の実施。【平成33
年3月まで】

水防災に関する説明会等の実施。【平成33
年3月まで】

水防災に関する説明会を開催する。【平成
33年3月まで】

水防災に関する説明会等を実施する。【平
成33年3月まで】

水防災に関する説明会等の実施を検討す
る。【平成29年度～】

・小中学校における水災害教育の実施
引き続き，小中学校を対象とした水災害教
育を実施する。【実施済み】

小中学校における水災害教育の実施。【平
成33年3月まで】

市内小中学校の総合学習の中で水災害教
育に取り組んでいく。

浸水想定区域のすべての学校で水害教育
を実施。【平成33年3月まで】

小中学校における水災害教育を実施する。
【平成33年3月まで】

教育委員会と協議を行う。【平成29年度～】

・教員を対象とした講習会の実施
今後，教職員向けの講習会の実施を教育
委員会と調整する。【平成29年度から順次
実施】

教員を対象とした講習会の実施を検討して
いく。【平成29年度以降】

教員を対象とした講習会を実施する。【平成
33年3月まで】

教員を対象とした水災害講習会等の実施。
【平成33年3月まで】

教員を対象とした講習会を実施する。【平成
33年3月まで】

教員を対象とした水災害講習会等の実施。
【平成33年3月まで】

教育委員会と協議を行う。【平成29年度～】

・避難誘導体制の充実

小貝川・利根川洪水避難計画策定後，計画
に基づいた訓練を行い，検証を行っていく。
また，同計画策定に併せ，新潟県三条市等
のハザードマップを参考にまるごとまちごと
ハザードマップを拡充予定。【平成29年度か
ら順次実施】

避難誘導体制の充実を図る。【平成33年3
月まで】

避難誘導体制について、地域防災計画に
位置づけていく。

避難誘導体制を確立し、円滑な避難ができ
るように、説明会等の開催。【平成33年3月
まで】

地域防災計画において，避難誘導体制を明
確に定める。【平成33年3月まで】

稲広管内の市町村災害時協定を締結次
第、状況に合った計画を作成する。【平成３
４年３月まで】

避難誘導体制の充実を図る。【平成29年度
～】

・日常から水災害意識の向上を図り、迅
速な避難を実現するため、まるごとまちご
とHMの検討、整備や表示板等の整備推
進

避難所の表示看板の充実強化。【平成３２
年度から順次実施】

日常から水災害意識の向上を図り、迅速な
避難を実現するため、まるごとまちごとハ
ザードマップの整備を進めていく。【平成33
年3月まで】

広域施設や電柱を中心に看板の設置を進
めていく。

避難所案内表示板等の設置。【平成33年3
月まで】

避難所の表示看板の充実強化。【平成33年
3月まで】

避難所案内表示板等の設置を検討する。
【平成28年度～】

・要配慮者施設における避難計画の策定
および訓練の実施促進、訓練の必要性
の啓発

水災害に対応した計画を策定し，水災害対
応の訓練を啓発・実施する。【平成２９年度
から順次実施】

要配慮者施設における避難計画の策定お
よび訓練の促進を行う。【平成29年度以降】

水害も入れて訓練する事ができるように支
援していく。

避難訓練の実施。【平成33年3月まで】
要配慮者施設における避難計画（案）の策
定及び訓練を実施する。【平成33年3月ま
で】

避難訓練の実施。【平成33年3月まで】
要配慮者施設における避難計画の策定お
よび訓練実施の促進を行う。【平成29年度
～】

内容
事
項

項
目

市町（茨城県）
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○概ね５年で実施する取組
資料4 別紙－２－２

龍ケ崎市 取手市 潮来市 稲敷市 神栖市 河内町 利根町
内容

事
項

項
目

市町（茨城県）

（２）洪水氾濫による被害の軽減，避難時間の確保のための水防活動の取り組み

・水防に関する広報の推進 水防に関する広報の推進。【実施済み】
水防に関する広報の推進を実施していく。
【平成33年3月まで】

ハザードマップ、防災マップに水防について
も記載欄を設ける。

水防意識向上にむけて、定期的な広報誌
への掲載。【平成33年3月まで】

広報紙やホームページ等で水防に関する
広報を実施する。【平成33年3月まで】

水防意識向上を図るため、定期的に広報誌
への掲載。【平成33年3月まで】

水防意識向上にむけた、広報を実施する。
【平成29年度～】

・水防（防災）訓練の実施
4年に1回を基準に実施していく。【実施済
み】

水防（防災）訓練の実施を実施していく。【平
成33年3月まで】

年に１回実施する。
年数回の水防訓練の実施。【平成33年3月
まで】

水害を想定した水防訓練を実施する。【平
成28年4月～】

合同の水防訓練を今後も行っていく。
水害による避難訓練の実施を検討する。
【平成29年度～】

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達
訓練の実施

水防団への連絡体制の再確認を行う。【平
成29年度から順次実施】

水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓
練を実施していく。【平成30年3月まで】

年に１回連絡体制の再確認を実施。同様に
年１回伝達訓練を実施していく。

連絡体系に基いた訓練の実施と検証を行
う。【平成33年3月まで】

水防団等へ連絡体制を再確認し，伝達訓
練を実施する。【平成33年3月まで】

水防団(消防団)の伝達訓練を今後も行って
いく。

水防団への連絡体制の再確認と伝達訓練
の実施を検討する。【平成29年度～】

・隣接市町合同による水防訓練の取組を
推進

「災害時等の相互応援に関する協定書」を
県内市町村と締結済み。H28年度中に稲敷
広域消防本部管内市町村と災害時相互応
援に関する協定締結を予定しているが，訓
練については検討を行う。【平成29年度から
順次実施】

隣接市町合同による水防訓練の実施につ
いて検討していく。【平成33年3月まで】

隣接する市町と広域的な水防活動の支援
に関する取組を実施していく。

合同訓練を行い、水防活動の支援に対する
取組みを実施。【平成33年3月まで】

隣接市町合同による水防訓練を実施する。
【平成33年3月まで】

合同訓練を行い、水防活動の支援に対する
取組みを実施。【平成33年3月まで】

近隣市町合同による水防訓練の実施を検
討する。【平成29年度～】

・広域的な水防支援体制を推進
広域的な事務組合相互の水防活動につい
て支援体制の推進・連携強化を図る。【平
成28年度から実施】

広域的な事務組合相互の水防活動の支援
体制を推進していく。【平成33年3月まで】

隣接する市町と広域的な水防活動の支援
に関する取組を実施していく。

広域的な水防支援体制の構築。【平成33年
3月まで】

広域的な事務組合相互の水防活動につい
て支援体制を構築する。【平成33年3月ま
で】

広域的な水防支援体制の構築。【平成33年
3月まで】

広域的な事務組合相互の水防活動につい
て支援体制作りを促進する。【平成29年～】

・広域化、長期化する水防活動も視野に
入れ、巡視区間・頻度・内容の明確化を
図る

今後の状況に応じて巡視頻度及び巡視内
容についても調整を図る。【平成28年度から
実施】

巡視区間・頻度・内容を明確化する。【平成
33年3月まで】

巡視区間・頻度について、見直しを図る。
巡視区間・頻度・内容について明確化にす
る。【平成33年3月まで】

地域防災計画において，巡視区間・頻度・
内容を明確に定める。【平成33年3月まで】

地域防災計画にて、水防団の巡視区間等
を明確に定める。【平成33年3月まで】

巡視区間・頻度・内容について明確化を図
る。【平成29年度～】

・水防活動の担い手となる水防協力団体
の募集・指定の促進

水防活動には，水防団の拡充が不可欠で
あり，市公式ホームページや団員募集の広
告により，周知を行う。【実施済み】

水防活動の担い手となる水防協力団体の
募集・指定の促進を図る。【平成33年3月ま
で】

毎年１回広報誌により募集を実施している。
水防活動の担い手となる水防協力団体の
募集・指定の促進。【平成33年3月まで】

水防活動の担い手となる水防協力団体の
募集及び指定を促進する。【平成33年3月ま
で】

水防団(消防団)の募集を今後も継続的に行
う。

水防活動の担い手となる水防協力団体の
募集・指定を促進する。【平成29年度～】

・沿川市町：毎年、水防団や地域住民が
参加し洪水特性を考慮した水害リスクの
高い箇所の共同点検の実施
・沿川市町外：水害リスクの高い地域への
訓練実施の呼びかけや防災啓発の場で
住民等へ周知を図る。

浸水想定区域内の多くの住民に対し、毎年
河川事務所が実施する共同点検等の周知
を図り、参加を推進する。【平成２年度から
順次実施】

毎年、水防団や地域住民が参加し水害リス
クの高い箇所の共同点検を実施検討する。
【平成30年3月まで】

年に１回共同点検を実施していく。
定期的な住民参加の共同点検の実施。【平
成33年3月まで】

毎年，水防団や地域住民が参加し水害リス
クの高い箇所の共同点検を実施する。【平
成33年3月まで】

定期的に住民参加の共同点検を行う。【平
成33年3月まで】

定期的な住民参加の共同点検の実施を検
討する。【平成29年度～】

・地域の建設業者による水防支援体制の
検討・構築

現在，建設業組合との間で協定を結んでい
るが，適宜協定の拡充を検討する。【実施
済み】

建設業協会と協定を締結しているので、今
後適宜協定の拡充を検討する。【実施済
み】

建設業者を含め、水防支援体制の検討。
【平成33年3月まで】

建設業者を含め、水防支援体制の検討。
【平成33年3月まで】

地域の建設業者による水防支援体制を構
築する。【平成33年3月まで】

建設業者を含め、水防支援体制の構築。
【平成33年3月まで】

建設業者を含め、水防支援体制の構築を
促進する。【平成29年度～】

・水害ＢＣＰ策定に向けた検討
現在策定済みの地震災害ＢＣＰの計画に基
づき，水災害について，一部追加・改訂を行
う。【平成28年度から順次実施】

水害ＢＣＰ策定について検討を行う【平成29
年度以降】

水害BCPを作成する。 水害ＢＣＰの作成。【平成33年3月まで】
水害ＢＣＰ策定に向けた検討をする。【平成
33年3月まで】

水害ＢＣＰ策定の検討。【平成33年3月まで】
水害ＢＣＰの作成の検討を行う。【平成29年
度～】

・洪水や氾濫の特性も考慮した内容の氾
濫を想定した対応マニュアルの作成

機能確保マニュアルについて，検討を行う。
【平成28年度から順次実施】

各機関における大規模氾濫を想定した対応
マニュアルの作成を検討する。【平成33年3
月まで】

水災時における対応マニュアルを策定す
る。

各施設において、氾濫を想定した対応マ
ニュアル等を作成。【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対応マニュアルの作
成を検討する。【平成33年3月まで】

氾濫を想定した対応マニュアルの作成を検
討。【平成33年3月まで】

各施設での、氾濫を想定した対応マニュア
ル等の作成を促進する。【平成29年度～】

・大規模工場等への浸水リスクと水害対
策等の周知活動の実施

洪水ハザードマップ内に大規模工場等はな
いが，浸水想定区域内の企業に対しての啓
蒙活動については検討を行う。【平成29年
度から順次実施】

一部の大規模工場では、避難訓練等を実
施しているので、他の大規模工場に対して
も実施するよう促進について検討していく。
【平成33年3月まで】

浸水区域に大規模工場がある場合には周
知活動を行う。【平成33年3月まで】

浸水区域に大規模工場がある場合には周
知活動を行う。【平成33年3月まで】

大規模工場等への浸水リスクと水害対策等
の周知活動を実施する。【平成33年3月ま
で】

大規模工場への周知活動の実施について
検討を行う。【平成29年度～】

・自衛水防を説明会等により市民へ周知
現在は行っていないが，自主防災組織，防
災士の活用を検討する。【平成29年度から
順次実施】

自衛水防を説明会等によって市民へ周知を
検討する。【平成33年3月まで】

自衛水防を説明会等により周知。【平成33
年3月まで】

自衛水防を説明会等により周知。【平成33
年3月まで】

自衛水防を説明会等によって市民へ周知
する。【平成33年3月まで】

自衛水防を説明会等により町民へ周知。
【平成33年3月まで】

自主防災組織と調整を図り，住民への周知
を促進する。【平成29年度～】

（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取り組み

　

・河口に近い特性も考慮した氾濫水を迅
速に排水するための、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を行い、大規模水
害を想定した排水計画(案)の作成

排水計画については，今後国土交通省より
発出される想定最大規模を想定した氾濫シ
ミュレーション公表後，排水計画の検証及
び改訂の検討を行う。【平成29年度から順
次実施】

氾濫水を迅速に排水するため、排水施設情
報の共有・排水手法等の検討を行い、大規
模水害を想定した排水計画(案)の作成を検
討する。【平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排水計画の作成。
【平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排水計画の作成。
【平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排水計画を作成す
る。平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排水計画を作成。
【平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排水計画の作成を
検討する。【平成29年度～】

・排水計画に基づく排水訓練の実施
排水訓練については，担当課と協議・検討
する。【実施済み】

排水計画に基づく排水訓練の実施を検討
する。【平成33年3月まで】

排水計画に基づく排水訓練の実施。【平成
33年3月まで】

排水計画に基づく排水訓練の実施。【平成
33年3月まで】

排水計画に基づく排水訓練を実施する。
【平成33年3月まで】

上記の計画に基づいた訓練の実施。【平成
33年3月まで】

排水計画に基づく排水訓練の実施を検討
する。【平成30年度～】

■ハード対策の主な取り組み

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・円滑かつ迅速な避難に資する施設
（ハード）整備

Ｈ２８年度中に音声一斉配信サービスを導
入予定。
Ｈ３２年～３４年にかけて防災無線のデジタ
ル化を予定。
・地区防災計画の策定。【平成28年度から
順次実施】

室内における情報伝達手段として，防災ラ
ジオ導入を検討する。【平成平成29年度以
降】

防災無線をアナログからデジタルに切り替
えを行い、潮来市全域に放送が聞こえるよ
うに整備する、。
観光地となっているため、外国人向けの多
言語で記載したパンフレット等を整備してい
く。

情報手段は概ね整備されているので、市民
への周知方法等を検討し、情報伝達方法
の普及を図る。【平成33年3月まで】

室内における情報伝達手段として，２８０
MHzデジタル同報無線システム（防災ラジ
オ）を整備済み。【希望者へ有償配布】【平
成33年3月まで】

防災行政無線（同報系）のデジタル化。【平
成29年度～】

・迅速な水防活動を支援するための新技
術を活用した水防資機材の検討、配備や
地域防災計画に基づく水防資機材等の
配備、維持管理

水防活動に効果的な資機材の情報を収集
し，資機材の有用性に応じて配備を検討す
る。 水防管理団体と協議，検討を行う。【平
成28年度から順次実施】

迅速な水防活動を支援するための新技術
を活用した水防資機材、地域防災計画に基
づく水防資機材等の配備の検討を行う。
【平成33年3月まで】

関係機関と連携して資材を確保する。
重機の活用、水のうなど新たな水防資機材
を整備する予定。
新技術について導入した場合、その使用感
等を情報共有する。

関係機関と情報を共有し、必要な機材等に
ついては、導入配備を検討。【平成33年3月
まで】

新技術を活用した水防資機材，地域防災計
画に基づく水防資機材等を配備する。【平
成33年3月まで】

新技術を活用した水防資機材の導入。【平
成33年3月まで】

 水防資機材等の配備，維持管理につい
て，水防管理団体と協議，検討を行う。【平
成29年度～】

・氾濫形態に応じた排水施設の耐水化、
庁舎の耐水対策の実施

ＢＣＰの水災害対応計画に基づき検討す
る。【平成28年度から順次実施】

排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実
施について検討する。【平成33年3月まで】

浸水時においても災害対応を継続するため
の施設整備や自家発電装置等を耐水化す
る。
本庁舎を耐水化する。

浸水区域にある施設の耐水対策を行う。
【平成33年3月まで】

排水施設の耐水化を実施する。【平成33年
3月まで】

浸水想定区域にある施設の耐水対策の検
討を行う。【平成29年度～】
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○概ね５年間で実施する取組
資料4 別紙－２－２

銚子市 成田市 佐倉市 柏市 八千代市 我孫子市 四街道市 印西市 白井市 香取市 酒々井町 栄町 神崎町 東庄町

■ソフト対策の主な取り組み

（1）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り組み

・沿川市町：想定最大規模降雨
における洪水を対象に基準の
見直しについて検討する。
・沿川市町以外：洪水浸水想定
区域に基づく避難の発令対象
区間を設定、また、必要に応じ
て避難の発令基準を修正

町丁、町内会ごとの発令
対象区域を定める。【平成
33年3月まで】

避難判断水位、氾濫危険
水位が未設定の水位観測
所（須賀など）について、水
位が設定されるよう要望
し、避難判断に活用する。
【平成33年3月まで】

想定最大規模の外力が公
表された後，必要に応じ地
域防災計画修正を修正。
【平成33年3月まで】

必要に応じて随時見直しを
していく。【平成28年～】

想定最大規模の外力が公
表された後，必要に応じ地
域防災計画を修正。【平成
33年3月まで】

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象に発令基準
や位置付けについて検討
する。【平成33年3月まで】

避難に関する発令基準に
ついて見直しが必要か検
討する。【平成33年3月ま
で】

地域防災計画に避難の判
断基準（目安）について記
載しているが、対象区域に
ついては、位置付けていな
いため、次回修正時に位
置付ける。【平成28年～】

沿川市町以外については
洪水浸水想定区域に基づ
く避難の発令対象区間を
設定、また、必要に応じて
避難の発令基準を修正。
【平成33年3月まで】

想定最大規模降雨におけ
る洪水を対象に基準の見
直しについて検討する。
【平成30年3月まで】

洪水浸水想定区域に基づ
く避難の発令対象区間を
設定、また、必要に応じて
避難の発令基準を修正。
【平成29年度中】

避難に関する発令基準に
ついて見直しが必要か検
討する。【平成33年3月ま
で】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

地域防災計画にて対象区
域の位置づけを検討する。
【平成33年3月まで】

・沿川市町：ロールプレイ等によ
る検討を行いながらタイムライン
の見直しを行う。
・沿川市町以外：避難勧告に着
目したタイムラインの作成

訓練等で実効性の有無を
確認する。【平成33年3月
まで】

避難判断水位、氾濫危険
水位が未設定の水位観測
所（須賀など）について、水
位が設定されるよう要望
し、避難判断に活用する。
【平成33年3月まで】

避難勧告に着目したタイム
ラインの作成。【平成33年3
月まで】

タイムラインの検証を検討
する。【平成32年まで】

利根川下流河川事務所と
協議の上，必要に応じてタ
イムラインを作成する。【平
成33年3月まで】

タイムラインの検証を検
討。【平成28年～】

地域防災計画に基づいた
訓練を実施していく。【平成
33年3月まで】

タイムラインを策定したた
め、今後は検証を進めて
いく。【平成28年～】

河川管理者と協議し、より
明確化する。【平成30年3
月まで】

タイムラインは策定済、今
後はロールプレイ等による
検討を行いながら随時見
直しを行う。【平成34年3月
まで】

河川管理者と協議し、より
明確化する。【平成28年度
中】

タイムラインの検証・修正。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

タイムラインに基づいた訓
練の実施を検討する。【平
成33年3月まで】

・広域避難計画の検討、策定や
避難経路に関する検討、防災
訓練などの機会を通じ避難場所
の住民への周知を図る。

安全な避難経路につい
て、地域住民とともに確認
する。【随時】

住民が身の安全を確保す
るための避難行動がとれ
るよう、自助・共助の意識
を高めるための啓発を行
う。【平成33年3月まで】

水防訓練などの機会を利
用し，対象地域の住民に
対して積極的に周知を図
る。　【平成33年3月まで】

広域避難計画にあたって
は，導入の必要性を検証
し，必要に応じて近隣市町
村と連携した広域避難計
画について検討する。【平
成32年まで】

防災訓練などの機会を利
用し，対象地域の住民に
対して積極的に周知を図
る。【平成33年3月まで】

広域避難計画の策定。【平
成33年3月まで】

出前講座や防災訓練など
の住民等に対する防災啓
発の場で積極的に周知を
図る。【平成33年3月まで】

避難路の指定について検
討していく。【平成32年3月
まで】

広域避難計画にあたって
は，導入の必要性を検証
し，必要に応じて近隣市町
村と連携した広域避難計
画について検討する。【平
成33年3月まで】

隣接自治体との協定締結
など事前の調整を図った
上で、広域避難計画を策
定し、避難経路に関する案
内表示板等の設置を検討
する。【平成32年3月まで】

浸水範囲が狭いため、必
要に応じて避難計画を策
定する。【平成32年5月ま
で】

広域避難計画の策定。【平
成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

避難場所の再確認と避難
経路の位置づけをし、住民
への周知を検討する。【平
成33年3月まで】

・想定最大外力を反映した洪水
HMの策定・周知

想定最大外力を反映した
洪水ハザードマップの策
定・周知。【平成33年3月ま
で】

周知を実施する。【平成33
年3月まで】

想定最大外力を反映した
洪水ハザードマップの策
定・周知。　【平成33年3月
まで】

想定最大外力を反映した
洪水ハザードマップの策
定・周知。【平成30年まで】

防災訓練などの機会を利
用し，対象地域の住民に
対して積極的に周知を図
る。【平成33年3月まで】

想定最大外力を反映した
洪水HMの策定・周知。【平
成33年3月まで】

出前講座や防災訓練など
の住民等に対する防災啓
発の場で積極的に周知を
図る。【平成33年3月まで】

現在も実施しているが、自
主防災会のリーダー研修
会や出前講座を通じて、更
なる周知に努める。【平成
28年～】

想定最大外力を反映した
洪水HMの策定・周知。【平
成33年3月まで】

今後、想定最大規模の外
力を対象とした洪水浸水
想定区域図を踏まえた洪
水ハザードマップを作成
し、全市民に配布する。
【平成30年3月まで】

周知の漏れがないように
啓発を行う。【平成32年5
月まで】

想定最大外力を反映した
洪水HMの策定・周知。【平
成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

想定最大規模の外力を対
象とした洪水浸水想定区
域図を踏まえた洪水ハ
ザードマップを作成につい
て検討していく必要があ
る。【平成33年3月まで】

・首長も参加したロールプレイン
グ等の実戦的な避難訓練の実
施

浸水想定区域内の町内会
と洪水を想定した避難訓
練を行う。【平成33年3月ま
で】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

各町会や自治会等の求め
に応じ，訓練等を行なって
いく。　【平成33年3月まで】

各町会や自治会等の求め
に応じ，訓練等を行なって
いく。【平成28年～】

避難訓練を実施する地域
の拡大を進める。【平成33
年3月まで】

首長も参加したロールプレ
イング等の実戦的な避難
訓練の実施。【平成33年3
月まで】

地域防災計画に基づいた
訓練を実施していく。【平成
33年3月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

首長も参加したロールプレ
イング等の実戦的な避難
訓練の実施。【平成33年3
月まで】

浸水区域の自治会や自主
防災組織と連携した避難
訓練を実施する。【平成29
年から】

首長も参加したロールプレ
イング等の実戦的な避難
訓練の実施。【平成32年5
月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成３３年３月ま
で】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・スマホ等IT機器の活用を検
討、避難訓練等の実施

スマートフォン等を活用し
た訓練について調査・研究
を行う。【平成33年3月ま
で】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

避難訓練等にスマホ等IT
機器の活用を検討する。
【平成33年3月まで】

他市を参考とし，検討して
いく。【平成32年まで】

IT機器を活用した避難訓
練の実施の必要性を検討
し，必要に応じて実施。【平
成33年3月まで】

スマホ等IT機器を活用した
避難訓練等の実施。【平成
33年3月まで】

システム導入について調
査・検討を行っていく。【平
成33年3月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

IT機器を活用した避難訓
練の実施の必要性を検討
し，必要に応じて実施。【平
成33年3月まで】

避難訓練等にスマホ等IT
機器の活用を検討する。
【平成29年から】

スマホ等IT機器を活用した
避難訓練等必要に応じて
の実施。【平成32年5月ま
で】

IT機器を活用した避難訓
練等の検討する。【平成３
３年３月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・水防災意識社会に関する資料
等の作成による広報の推進

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

水防災意識社会に関する
資料等の作成を検討す
る。【平成33年3月まで】

各町会や自治会等の求め
に応じ，水防災意識社会
についての説明等必要で
あれば，関係機関の助言
等協力を仰ぎつつ作成し
ていく。【平成28年～（必要
に応じ対応）】

ホームページ等を活用した
広報を検討する。【平成33
年3月まで】

水防災意識社会に関する
資料等の作成による広報
の推進。【平成33年3月ま
で】

水防災意識社会に関する
資料等の作成を検討す
る。【平成33年3月まで】

資料等の作成を今後検討
していく。【平成33年3月ま
で】

水防災意識社会に関する
資料等の作成による広報
の推進。【平成33年3月ま
で】

水防災意識社会に関する
資料等を作成し、広報紙
等により推進を図る。【平
成29年から】

水防災意識社会に関する
資料等の作成による広報
の推進。【平成32年5月ま
で】

水防災意識社会に関する
資料等の作成を検討す
る。【平成３３年３月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・水災害の事前準備に関する問
い合わせ窓口の設置

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

情報の共有を図る。【平成
33年3月まで】

情報の共有を図る。【平成
28年～】

関係課との情報共有を図
る。【平成33年3月まで】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成33年3月まで】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成33年3月まで】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成33年3月まで】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成33年3月まで】

水防災に関連する担当課
の連携により問い合わせ
窓口を設置している。【実
施済】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成32年5月まで】

水災害の事前準備に関す
る問い合わせ窓口の設
置。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・水防災に関する説明会の開催
水防強化月間に併せて、
市広報に記事を掲載す
る。【平成29年5月～】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

自治会等への出前講座及
び広報紙により、水害への
意識向上及び対策を図っ
ている。　【平成33年3月ま
で】

洪水ハザードマップを活用
した継続的な周知や広報
誌等での周知。【平成２８
年～】

防災訓練などの機会を利
用し，対象地域の住民に
対して積極的に周知を図
る。【平成33年3月まで】

水防災に関する説明会の
開催。【平成33年3月まで】

出前講座や防災訓練など
の住民等に対する防災啓
発の場で積極的に周知を
図る。【平成33年3月まで】

現在も実施しているが、自
主防災会のリーダー研修
会や出前講座を通じて、更
なる周知に努める。【平成
28年～】

ハザードマップ等を活用し
た継続的な周知や広報誌
等での周知。【平成33年3
月まで】

自治会等への出前講座及
び広報紙により、水害への
意識向上及び対策を継続
して実施している。【実施
済】

周知の漏れがないように
啓発を行う。【平成32年5
月まで】

防災訓練などの機会に積
極的に水災害等の防災教
育を実施していく。【平成３
３年３月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

共同点検を含み必要に応
じて検討する。【平成33年3
月まで】

・小中学校における水災害教育
の実施

避難については、共通なと
ころもあり、津波のみなら
ず、洪水についても触れ
る。【平成33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

要望に応じ対応していく。
【平成28年～】

要望に応じ対応していく。
【平成28年～】

必要に応じて実施を検討
する。【平成33年3月まで】

小中学校における水災害
教育の実施。【平成33年3
月まで】

出前講座や防災訓練など
の機会に積極的な水災害
等の防災教育を実施して
いく。【平成33年3月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

必要に応じ対応していく。
【平成33年3月まで】

水防災意識の向上のた
め、啓発資料等を作成、配
布する。【平成30年から】

要望に応じて実施。【平成
32年5月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・教員を対象とした講習会の実
施

水災害について、学校等
への情報提供を実施す
る。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

教員への教育は県主導の
もと検討していくべきであ
り，市としても必要に応じ
て対応していく。【平成28
年～】

教員への教育は県主導の
もと検討していくべきであ
り，市としても必要に応じ
て対応していく。【平成28
年～】

教員への教育は県主導の
もと検討していくべきであ
り，市としても必要に応じ
て対応していく。【平成33
年3月まで】

教員を対象とした講習会
の実施【平成33年3月ま
で】

出前講座や防災訓練など
の機会に積極的な水災害
等の防災教育を実施して
いく。【平成33年3月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

必要に応じ対応していく。
【平成33年3月まで】

洪水ハザードマップ等を用
い、水災害対策の必要性
について教員の水災害へ
の意識向上を図る。【平成
30年から】

要望に応じて実施。【平成
32年5月まで】

実施について、今後検討し
ていく。【平成33年3月ま
で】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・避難誘導体制の充実

浸水想定区域内の町内会
と洪水を想定した避難訓
練を行う。【平成33年3月ま
で】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

詳細な避難誘導体制の必
要性等を含め検討してい
く。避難場所等を表示する
看板は３ヵ年をかけ更新し
ていく。【誘導体制（平成29
年～）
看板（平成28年～）】

地域防災計画に基づいた
訓練を実施していく。【平成
33年3月まで】

避難誘導体制の充実。【平
成33年3月まで】

地域防災計画に基づいた
訓練を実施していく。【平成
33年3月まで】

地域防災計画に避難誘導
体制が位置付けられてお
り、臨時バスによる輸送手
段として関係機関やバス
会社等へ協定の締結等を
模索していく。【平成33年3
月まで】

避難誘導体制の充実化を
検討する。【平成33年3月
まで】

想定最大規模降雨におけ
る洪水ハザードマップの作
成に合わせ、防災関係機
関及び自治会（自主防災
会）の避難誘導に伴う役
割・マニュアルの作成につ
いて検討する。【平成29年
から】

避難誘導体制の充実。【平
成32年5月まで】

避難誘導体制の充実。【平
成３３年３月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

避難誘導体制の充実化を
検討する。【平成33年3月
まで】

・日常から水災害意識の向上を
図り、迅速な避難を実現するた
め、まるごとまちごとHMの検
討、整備や表示板等の整備推
進

まるごとまちごとハザード
マップの整備について調
査・研究する。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

まるごとまちごとハザード
マップの必要性の検討。洪
水ハザードマップの更なる
周知や，水害対策等の啓
発を含めた講習会等の実
施等。　【平成33年3月ま
で】

まるごとまちごとハザード
マップの必要性の検討。洪
水ハザードマップの更なる
周知や，水害対策等の啓
発を含めた講習会等の実
施等。【平成28年～】

避難場所案内表示板の設
置を進める。【平成33年3
月まで】

日常から水災害意識の向
上を図り、迅速な避難を実
現するため、避難場所案
内表示板を整備。【平成27
年～】

積極的な広報付き避難場
所等電柱看板の設置拡大
に努める。【平成33年3月
まで】

避難場所案内表示板が一
部未設置の箇所があるた
め、設置を進める。【平成
31年3月まで】

避難所の案内看板等の整
備推進。【平成33年3月ま
で】

避難施設等に浸水深を示
す表示板を設置するなど、
市民の水災害への意識を
向上させる。【平成29年か
ら】

ＨＭの周知漏れがないよう
に啓発を行う。【平成32年5
月まで】

迅速な避難を実現するた
めの取り組みを推進する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

避難所の電柱案内表示板
の充実。【平成33年3月ま
で】

・要配慮者施設における避難計
画の策定および訓練の実施促
進、訓練の必要性の啓発

避難計画の策定及び訓練
実施の啓発をしていく。【随
時】

水防法に基づく浸水防止
計画の作成等の周知徹底
を図るとともに、災害情報
普及支援室と連携して計
画の作成を促進する。【平
成33年3月まで】

避難計画の策定及び必要
な情報の提供、支援を行
う。　【平成33年3月まで】

避難計画の策定及び訓練
実施の啓発をしていく。【平
成28年～】

浸水想定区域内に要配慮
者施設が無いが，今後，
必要に応じて避難計画の
策定及び訓練の実施を検
討する。【平成33年3月ま
で】

要配慮者施設における避
難計画（案）の策定および
訓練の促進。【平成33年3
月まで】

訓練等の実施に関して支
援していく。【平成33年3月
まで】

要配慮者施設における避
難計画の策定の促進。【平
成33年3月まで】

避難計画の策定及び必要
な情報の提供、支援を行
う。【平成33年3月まで】

避難計画の策定及び必要
な情報の提供、支援を行
う。【平成29年から】

浸水区域に要配慮者施設
はないが、必要に応じて避
難訓練を実施。【平成32年
5月まで】

要配慮者施設における避
難計画の策定および訓練
の促進。【平成33年3月ま
で】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

項
目

事
項

内容
市町（千葉県）
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○概ね５年間で実施する取組
資料4 別紙－２－２

銚子市 成田市 佐倉市 柏市 八千代市 我孫子市 四街道市 印西市 白井市 香取市 酒々井町 栄町 神崎町 東庄町

項
目

事
項

内容
市町（千葉県）

（２）洪水氾濫による被害の軽減，避難時間の確保のための水防活動の取り組み

・水防に関する広報の推進
水防強化月間に併せて、
市広報に記事を掲載す
る。【平成29年5月～】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

洪水ハザードマップを活用
した継続的な周知や広報
誌等での周知。【平成28年
～】

水防に関し，HPなど常設
の広報手段を活用し，広
報を図る。【平成33年3月
まで】

水防に関する広報の推
進。【毎年】

出前講座や防災訓練など
の住民等に対する防災啓
発の場で積極的に広報を
図る。【平成33年3月まで】

水防に関する広報の推
進。【平成28年～】

水防に関する広報の推
進。【平成33年3月まで】

広報紙に防災（水害）特集
を組むなど啓発に努めて
いる。【実施中】

水防に関する広報の推
進。【平成32年5月まで】

水防に関する広報の推
進。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

水防に関する広報の推進
について検討する。【平成
33年3月まで】

・水防（防災）訓練の実施
住民が訓練に参加できる
よう工夫する。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

訓練開催の啓発を活発に
することを検討する。【平成
29年～】

印旛地区水防管理団体連
合会が実施する水防演習
に参加する。【平成33年3
月まで】

水防（防災）訓練の充実。
【毎年】

水防事務組合などが主催
している水防訓練に参加
する。【平成33年3月まで】

水防（防災）訓練の実施。
【平成28年～】

水防（防災）訓練の実施。
【平成33年3月まで】

毎年度実施している。【実
施中】

水防（防災）訓練の実施。
【平成32年5月まで】

水防訓練の実施。【継続実
施】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・水防団等への連絡体制の再
確認と伝達訓練の実施

装備について、調査・検討
する。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

平常時から伝達確認を継
続していく。【平成28年～】

水防団（消防団）への連絡
体制の再確認と充実。【平
成33年3月まで】

水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の充
実。【平成29年3月まで】

水防団を管轄する消防本
部との連絡体制の連携強
化に努めていく。【平成33
年3月まで】

消防団員を兼務しているた
め、消防団としての情報伝
達については、実施してい
る。【平成28年～】

水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の実
施。【平成33年3月まで】

国の情報伝達訓練に合わ
せ訓練を継続して実施す
る。【実施中】

水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の実
施。【平成32年5月まで】

水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の実
施。【継続実施】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・隣接市町合同による水防訓練
の取組を推進

浸水範囲が市の一部であ
り、隣接市町と合同で行う
予定は無い。

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

隣接自治体と更に広域な
出水を想定し、情報を密に
連携を図る。【平成33年3
月まで】

今後も水防演習を二市共
催で実施していく。【毎年】

印旛地区水防管理団体連
合会が実施する水防演習
に参加する。【平成33年3
月まで】

今後も水防演習を二市共
催で実施していく。【毎年】

今後、さらなる協定の締結
等取組拡大に努めていく。
【平成33年3月まで】

隣接市町合同による水防
訓練の取組を推進。【平成
32年3月まで】

隣接市町合同による水防
訓練の取組を推進。【適
時】

隣接自治体と更に広域な
出水を想定し、情報を密に
連携を図る。【平成29年か
ら】

隣接市町合同による水防
訓練の取組を推進。【平成
32年5月まで】

隣接市町合同による水防
訓練の実施。【継続実施】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・広域的な水防支援体制を推進
浸水範囲が市の一部であ
り、隣接市町と合同で行う
予定は無い。

　印旛地区水防管理団体
連合会の各行事に参加
し、連携を深める。【平成
33年3月まで】

　印旛地区水防管理団体
連合会の各行事に参加
し、連携を深める。【平成
33年3月まで】

今後も水防演習を二市共
催で実施し練度を上げて
いく。【毎年】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

広域的な市町相互の水防
活動の支援体制を推進。
【平成33年3月まで】

広域的な事務組合相互の
水防活動の支援体制を検
討する。【平成33年3月ま
で】

国、県、近隣市町と連携
し、水防活動の体制整備
を検討していく。【平成32年
3月まで】

広域的な事務組合相互の
水防活動の支援体制を推
進。【平成33年3月まで】

隣接自治体と更に広域な
出水を想定し、情報を密に
連携を図る。【平成29年か
ら】

広域的な事務組合相互の
水防活動の支援体制を推
進。【平成32年5月まで】

広域的な事務組合相互の
水防活動の支援体制を推
進。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・広域化、長期化する水防活動
も視野に入れ、巡視区間・頻
度・内容の明確化を図る

無提部については、巡視を
強化できるよう検討し、早
い段階で避難勧告等が行
えるよう連絡体制を強化す
る。【平成33年3月】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

巡視区間・頻度・内容の明
確化を図る。【平成33年3
月まで】

頻度の明確化を検討。【平
成28年～】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

頻度の明確化を検討。【平
成33年3月まで】

巡視区間・頻度・内容の明
確化を図る。【平成33年3
月まで】

現在のところ明確になって
いないため、今後、巡視区
間、頻度、内容の明確化
について、検討していく。
【平成32年3月まで】

当市は水防警報区は無い
が、水害の発生が予測さ
れる場合の巡視等につい
ての検討。【平成33年3月
まで】

頻度の明確化を検討。【Ｈ
２９年～】

必要に応じて巡視体制を
推進。【平成32年5月まで】

巡視区間・頻度・内容の明
確化について検討してい
く。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

巡視区間・頻度・内容の明
確化を検討する。【平成33
年3月まで】

・水防活動の担い手となる水防
協力団体の募集・指定の促進

無堤部が長く、利根川が溢
水した場合に水防活動は
不可能。消防団員の募集
は継続して実施。【平成33
年3月】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

消防団（水防団）の募集広
報を引き続き行う。【平成
33年3月まで】

今後も水防演習を二市共
催で実施し練度を上げて
いく。【毎年】

消防団の募集広報を引き
続き行う。【平成33年3月ま
で】

水防活動の担い手となる
水防協力団体の募集・指
定の促進。【毎年】

水防団を管轄する消防本
部との連絡体制の連携強
化に努めていく。【平成33
年3月まで】

水防協力団体の募集、指
定について、広報を実施し
ていく。【平成32年3月ま
で】

水防活動の担い手となる
水防協力団体の募集・指
定の促進。【実施中】

水防に関し広報紙により募
集・指定の促進を図ってい
る。【実施中】

水防活動の担い手となる
消防団員の募集を促進。
【平成32年5月まで】

水防活動の担い手となる
水防協力団体の募集・指
定を促進していく。【平成33
年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

水防団の募集対策につい
て検討する。【平成33年3
月まで】

・沿川市町：毎年、水防団や地
域住民が参加し洪水特性を考
慮した水害リスクの高い箇所の
共同点検の実施
・沿川市町外：水害リスクの高い
地域への訓練実施の呼びかけ
や防災啓発の場で住民等へ周
知を図る。

国、県等など専門的な知
見を持った方と協力し、実
施したい。【平成33年3月】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

水害リスクが高い地域へ
訓練実施の呼びかけを行
う。　【平成33年3月まで】

防災訓練や防火指導でハ
ザードマップ等の周知を図
る。【平成28年～】

水害リスクが高い地域へ
訓練実施の呼びかけを行
う。【平成33年3月まで】

毎年、水防団や地域住民
が参加し水害リスクの高い
箇所の共同点検の実施。
【平成28年～】

出前講座や防災訓練など
の住民等に対する防災啓
発の場で積極的に周知を
図る。【平成33年3月まで】

毎年、水防団や地域住民
が参加し水害リスクの高い
箇所の共同点検を実施。
【平成32年3月まで】

住民等への防災に関する
啓発を行う機会に水害リス
クについて周知を図る。
【平成33年3月まで】

毎年、水防団や地域住民
が参加し水害リスクの高い
箇所の共同点検を実施す
る。【平成29年から】

水害リスクの高い地域の
共同点検の推進。【平成32
年5月まで】

水防団や地域住民が参加
し水害リスクの高い箇所の
共同点検を推進していく。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・地域の建設業者による水防支
援体制の検討・構築

無堤部が長く、利根川が溢
水した場合の水防活動は
不可能。

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

毎年度連絡体制を確認し
ておく。　【平成33年3月ま
で】

毎年度連絡体制を確認し
ておく。【平成33年3月ま
で】

毎年度連絡体制を確認し
ておく。【平成33年3月ま
で】

地域の建設業者による水
防支援体制の検討・構築。
【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

市建設業災害対策協力
会、造園組合と災害時に
おける応急活動の協力に
関する協定を締結している
が、更なる協定先の模索
を進める。【平成31年3月
まで】

地域の建設業者による水
防支援体制の検討・構築。
【平成33年3月まで】

実施を検討する。【平成29
年から】

地域の建設業者による水
防支援体制の検討・構築。
【平成32年5月まで】

地域の建設業者による水
防支援体制の充実。【平成
33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・水害ＢＣＰ策定に向けた検討

想定最大規模の外力を対
象とした洪水浸水想定区
域図を踏まえ検討する。
【平成33年3月】

必要性を検討する。【平成
33年3月まで】

水害BCP策定の必要性に
ついて検討。【平成33年3
月まで】

該当なし。
水害BCP策定の必要性に
ついて検討。【平成33年3
月まで】

水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【平成33年3月まで】

水害ＢＣＰを作成するか検
討する。【平成33年3月ま
で】

水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【平成33年3月まで】

水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【平成33年3月まで】

水害時の業務継続を代替
え庁舎で行えるようＢＣＰ
計画を策定する。【平成29
年から】

想定災害を見極めて検討
する。【平成32年5月まで】

水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・洪水や氾濫の特性も考慮した
内容の氾濫を想定した対応マ
ニュアルの作成

想定最大規模の外力を対
象とした洪水浸水想定区
域図を踏まえ検討する。
【平成33年3月】

浸水想定区域内に市庁舎
なし。【平成33年3月まで】

浸水想定区域内に市庁舎
等なし。【平成33年3月ま
で】

該当なし。 該当なし。
浸水想定区域内に市庁舎
なし【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

対応マニュアルの作成を
検討する。【平成33年3月
まで】

大規模氾濫を想定した対
応マニュアルの検討。【平
成33年3月まで】

対応マニュアルの作成を
検討する。【平成29年か
ら】

想定災害を見極めて検討
する。【平成32年5月まで】

大規模氾濫を想定した対
応マニュアルの作成に向
けた検討。【平成33年3月
まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・大規模工場等への浸水リスク
と水害対策等の周知活動の実
施

想定最大規模の外力を対
象とした洪水浸水想定区
域図を踏まえ検討する。
【平成33年3月】

浸水想定区域内に大規模
工場用地なし。【平成33年
3月まで】

浸水想定区域内に大規模
工場用地なし。【平成33年
3月まで】

該当なし。 該当なし。
浸水想定区域内に大規模
工場用地なし　【平成33年
3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

浸水想定区域内に大規模
工場等の立地なし【－】

大規模工場等への浸水リ
スクと水害対策等の周知
活動の実施。【平成33年3
月まで】

大規模工場等は立地して
いない。

大規模工場等は無いが、
対策が必要であるか検討
する。【平成32年5月まで】

浸水想定区域内に大規模
工場等の立地なし。【－】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・自衛水防を説明会等により市
民へ周知

町内会で水防活動が行え
るよう協力する。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

訓練開催の啓発を活発に
することを検討する。【平成
２８年～】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

自衛水防を説明会等に
よって市民へ周知。【平成
28年～】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

自衛水防に関する周知に
ついて検討していく。【平成
30年3月まで】

自衛水防を説明会等に
よって市民へ周知。【平成
33年3月まで】

自治会等への出前講座に
より、水害への意識向上
及び対策を図っている。
【実施中】

自衛水防を説明会等に
よって住民へ周知。【平成
32年5月まで】

自衛水防に関する周知に
ついて検討していく。【平成
33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取り組み

　

・河口に近い特性も考慮した氾
濫水を迅速に排水するための、
排水施設情報の共有・排水手
法等の検討を行い、大規模水
害を想定した排水計画(案)の作
成

無堤区間が長いことから、
早期の整備を要望する。
【平成33年3月まで】

尾羽根川排水機場の能力
向上について要望する。
【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

他市を参考とし，検討して
いく。【平成28年～】

大規模氾濫を想定した対
策の必要性について検討
する。【平成33年3月まで】

氾濫水を迅速に排水する
ため、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を
行い、大規模水害を想定し
た排水計画(案)を作成。
【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

排水計画の策定を検討。
【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

既存の排水施設、排水系
統も考慮しつつ、排水計画
を検討する必要がある。
【平成29年から】

氾濫水を迅速に排水する
ため、排水施設情報の共
有・排水手法等の検討を
関係機関、周辺市町と検
討する。【平成32年5月ま
で】

排水計画の策定を検討。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

大規模水害を想定した排
水計画を検討する。【平成
33年3月まで】

・排水計画に基づく排水訓練の
実施

河口部に位置し、かつ無
堤区間が長く、排水先が確
保できないことから、自然
流下を待つ。

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

他市を参考に排水計画の
作成を行い，訓練を実施
する。【平成28年～】

大規模氾濫を想定した対
策の必要性について検討
する。【平成33年3月まで】

排水計画に基づく排水訓
練の実施。【平成33年3月
まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

排水計画の策定と併せ
て、実施を検討していく。
【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

防災訓練と合同で実施す
るよう検討する。【平成29
年から】

排水計画に基づく排水訓
練の実施。【平成32年5月
まで】

排水計画の策定と併せ
て、訓練の実施を検討して
いく。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

■ハード対策の主な取り組み

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・円滑かつ迅速な避難に資する
施設（ハード）整備

防災行政無線のデジタル
化更新工事は、平成２９年
度中に完了する。
防災メールの登録推進を
継続して実施する。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

防災行政無線（子局）の増
設
登録制メール配信サービ
スの周知・啓発。【平成33
年3月まで】

メール配信サービス等，利
用者増加のための啓発を
継続し行なっていく。【平成
28年～】

防災無線のデジタル化や
無線難聴地域等の解消に
努める。【平成28年～】

既存施設・設備の維持管
理。【毎年】

円滑かつ迅速な避難に資
する施設（ハード）整備等
を検討する。【平成33年3
月まで】

防災行政無線の音声が聞
き取り難い地域に対して
は、緊急速報メール、防災
メール、市Web、ツイッ
ター、Ｌアラート等を活用し
て、情報を配信していく。
【平成28年～】

円滑かつ迅速な避難に資
する施設（ハード）整備。
【平成33年3月まで】

防災無線が聞き取りずら
い世帯に対し戸別受信機
の貸与を積極的に進める
とともに、携帯電話への
メールを推進する。【平成
29年から】

円滑かつ迅速な避難に資
する施設（ハード）整備。
【平成32年5月まで】

円滑かつ迅速な避難に資
する施設（ハード）整備。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

情報伝達手段の向上を検
討する。【平成33年3月ま
で】

・迅速な水防活動を支援するた
めの新技術を活用した水防資
機材の検討、配備や地域防災
計画に基づく水防資機材等の
配備、維持管理

新技術を活用した水防資
器材について、調査・研究
する。また、資機材の必要
数については、無堤区間
が長いことから、必要数の
算出不能。【随時】

継続して実施する。【平成
33年3月まで】

水防資機材の配備及び維
持管理を実施する。【平成
33年3月まで】

柏市水防計画に基づく水
防資機材の配備。【平成28
年～】

土のうなどの水防資機材
の配備及び維持管理を実
施する。【実施中】

迅速な水防活動を支援す
るための新技術を活用し
た水防資機材、地域防災
計画に基づく水防資機材
等の配備。【平成33年3月
まで】

水防団を管轄する消防本
部との連絡体制の連携強
化に努めていく。【平成３３
年３月まで】

新技術を活用した水防資
機材の配備について検討
していく。また、水防資機
材の必要数の把握に努め
る。【平成33年3月まで】

水防資機材としても活用で
きる資機材等の配備の推
進。【平成33年3月まで】

水防資機材の配備及び維
持管理を実施する。【実施
中】

水防団の充実強化を図
る。【平成32年5月まで】

新技術を活用した水防資
機材の配備について検討
していく。また、水防資機
材の必要数の把握に努め
る。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

・氾濫形態に応じた排水施設の
耐水化、庁舎の耐水対策の実
施

想定最大規模の外力を対
象とした洪水浸水想定区
域図を踏まえ検討する。ま
た、庁舎の移転新築も含
め検討する。【平成33年3
月まで】

排水施設（国管理施設等）
耐水化の進捗を確認す
る。【平成33年3月まで】

大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

現状の把握と重要箇所を
順位付けし，計画的に耐
水対策を進めていく。【平
成28年～】

なし -
大規模氾濫を想定した対
策が必要か検討する。【平
成33年3月まで】

地域防災計画（風水害等
編）に基づき、代替施設に
おいて、業務の継続が可
能であるかについて検証
する。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

現状の把握と重要箇所を
順位付けし，計画的に耐
水対策を進めていく。【平
成29年から】

大規模氾濫を想定した場
合の対策が必要であるか
検討。【平成32年5月まで】

大規模氾濫を想定した場
合の対策が必要であるか
検討。【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】

必要に応じて検討する。
【平成33年3月まで】
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○概ね５年間で実施する取組
資料4 別紙－２－２

気象庁 関東地方整備局

利根川水系
県南水防事務組合

稲敷地方広域市町村圏
事務組合

印旛利根川水防事務組合 千葉県長沼水防予防組合 茨城県防災・危機管理課 茨城県河川課 千葉県 利根川下流総合管理所 千葉用水総合管理所 霞ヶ浦用水管理所
水戸地方気象台・
銚子地方気象台

利根川下流河川事務所

■ソフト対策の主な取り組み

（1）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り組み

・沿川市町：想定最大規模降雨における
洪水を対象に基準の見直しについて検討
する。
・沿川市町以外：洪水浸水想定区域に基
づく避難の発令対象区間を設定、また、
必要に応じて避難の発令基準を修正

避難勧告等の発令基準の修
正を支援。【平成33年3月ま
で】

避難勧告等の発令基準の見
直しを支援。

各機関が実施する洪水浸水
想定区域に基づく避難の発令
等に関する検討を支援。
【平成28年度から実施】

・沿川市町：ロールプレイ等による検討を
行いながらタイムラインの見直しを行う。
・沿川市町以外：避難勧告に着目したタイ
ムラインの作成

避難勧告に着目したタイムラ
インの作成を支援。【平成33
年3月まで】

避難勧告に着目したタイムラ
インの作成を支援。

タイムラインの策定への支援
を継続して実施する。【継続実
施】

タイムラインの見直し等の支
援。
【平成28年度から実施】

・広域避難計画の検討、策定や避難経路
に関する検討、防災訓練などの機会を通
じ避難場所の住民への周知を図る。

広域避難計画の策定を支援。
【平成33年3月まで】

広域避難計画の策定を支援。

広域避難計画の検討、策定に
向けた事例等を紹介し、広域
避難計画（案）の検討、策定を
支援。【平成２９年度から実
施】

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定
区域図、氾濫シミュレーションの公表

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図、氾濫シ
ミュレーションを作成し公表す
る。【平成29年度】

・気象情報発信時の「危険度の色分け」
や「警報級の現象」等の改善（水害時の
情報入手のし易さサポート）

警報等における危険度の色
分け表示や「警報級の現象に
なる可能性」の情報提供、メッ
シュ情報の充実化を図る。【平
成29年度】

・想定最大外力を反映した洪水HMの策
定・周知

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成支援のため，
既存の浸水想定区域図の見
直しを実施し，新たな浸水想
定区域図の公表を実施する。

市町村が作成する洪水HMの
策定支援。

想定最大規模降雨の洪水浸
水想定区域図を作成し、各市
町がハザードマップ作成が出
来るように支援。【平成29年度
から実施】

・首長も参加したロールプレイング等の実
践的な避難訓練の実施

図上型防災訓練のモデルの
構築及び訓練実施支援。【平
成33年3月まで】

訓練実施を支援。
自治体等主催の訓練に適宜
参加するとともに、自社におけ
る訓練を毎年度実施する。

該当なし。

タイムラインに基づく訓練、図
上型防災訓練など他の事例
を情報共有し、より実践的な
訓練になるように支援。【平成
29年度から実施】

・洪水情報のプッシュ型配信の実施
緊急速報メールを活用した洪
水情報のプッシュ型配信を実
施する。【平成29年度】

・スマホ等IT機器の活用を検討、避難訓
練等の実施

継続して実施。【平成33年3月
まで】

訓練を定期的に実施する。 該当なし。

プッシュ型の洪水予報等の情
報入手方法を盛り込んだ避難
訓練や他の事例を紹介し、避
難訓練等の実施を支援。【平
成29年度から実施】

・水防災意識社会に関する資料等の作成
による広報の推進

訓練を通して消防団員の皆さ
んに理解いただく。地域住民
の皆さんは自治体で対応が望
まれる。【概ね5年以内】

水防災意識社会に関する資
料等の作成による広報の推
進。【概ね5年以内】

継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。

水防災意識社会に関する説
明資料等を他事例を参考に
作成し、共同点検時や各機関
にも配布することにより水防
災意識社会の広報を推進す
る。【平成28年度から実施】

・水災害の事前準備に関する問い合わせ
窓口の設置

継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。
問い合わせ窓口の対応への
サポートを継続して実施する。
【継続実施】

問い合わせ窓口の設置。【平
成28年度から実施】

・水防災に関する説明会の開催

水害を経験した世代は、興味
関心があるが、その下の年代
は薄い。自治体や小中学校の
教育の場で理解を深める活動
が求められる。【概ね5年以
内】

水防演習等の場で周知してい
く。【概ね5年以内】

継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。

防災業務に係る自治体等との
更なる連係強化を図ることを
目的として「地域防災連係窓
口」をH28.6.1に設置。今後、
自治体との更なる連係につい
て検討していく。

該当なし。
関係機関と連携し、効果的な
対応を検討する。【継続実施】

各機関による水防災に関する
説明会の開催に関する検討
への支援や、各機関の要請に
より出前講座等による支援を
おこなう。また、共同点検時に
水防災に関する説明を行う。
【平成28年度から実施】

・小中学校における水災害教育の実施
継続して実施。【平成33年3月
まで】

市町村の要請により実施。
教育委員会と連携し、効果的
な対応を検討する。【継続実
施】

各機関による水災害教育の
実施に関する検討の支援や、
各機関の要請により出前講座
等による支援を実施する。【平
成28年度から実施】

・教員を対象とした講習会の実施
継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。
教育委員会と連携し、効果的
な対応を検討する。【継続実
施】

各機関による教員を対象とし
た講習会の検討への支援や、
各機関の要請により出前講座
等による支援を実施する。【平
成29年度から実施】

・避難誘導体制の充実
避難計画の策定を支援。【平
成33年3月まで】

避難計画の策定を支援。

・日常から水災害意識の向上を図り、迅
速な避難を実現するため、まるごとまちご
とHMの検討、整備や表示板等の整備推
進

継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。

・要配慮者施設における避難計画の策定
および訓練の実施促進、訓練の必要性
の啓発

市町村への啓発を実施。

避難計画（案）策定に必要な
情報提供による支援。要配慮
者施設において策定している
避難計画に水害も対象として
加えることや、避難訓練の必
要性の啓発を実施する上で支
援を行う。【平成２９年度から
実施】

項
目

事
項

内容

水防事務組合 県 水資源機構
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○概ね５年間で実施する取組
資料4 別紙－２－２

気象庁 関東地方整備局

利根川水系
県南水防事務組合

稲敷地方広域市町村圏
事務組合

印旛利根川水防事務組合 千葉県長沼水防予防組合 茨城県防災・危機管理課 茨城県河川課 千葉県 利根川下流総合管理所 千葉用水総合管理所 霞ヶ浦用水管理所
水戸地方気象台・
銚子地方気象台

利根川下流河川事務所

項
目

事
項

内容

水防事務組合 県 水資源機構

（２）洪水氾濫による被害の軽減，避難時間の確保のための水防活動の取り組み

・水防に関する広報の推進
自治体の活動に協力・補完す
ること。【概ね5年以内】

引き続き継続して実施。 （成田市を参照） 継続実施している。 引き続き継続して実施。
水防災に関する説明会、出前
講座を活用した講習会を継続
して実施する。【継続実施】

水防月間、水防演習、出前講
座等の機会に、ポスターの掲
示やパンフの配布、パネル展
示などにより広報を推進す
る。【引き続き実施】

・水防（防災）訓練の実施
毎年実施している。【概ね5年
以内】

毎年実施している。【概ね５年
以内】

引き続き継続して実施。 （成田市を参照） 継続実施している。 引き続き継続して実施。

水戸：水防管理団体が行う訓
練への参加、支援を継続して
実施する。
銚子：今後水防管理団体等か
らの要請があれば、できる限
り水防演習への参加、支援を
行う。【継続実施】

水防管理団体が行う訓練へ
の参加や利根川水系連合・総
合水防演習に参加【引き続き
実施】

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達
訓練の実施

水防協議会・水防訓練で確認
訓練を実施している。【概ね5
年以内】

引き続き継続して実施。 （成田市を参照） 継続実施している。 引き続き継続して実施。
洪水対応演習などの機会を
通じ、伝達訓練を実施する。
【引き続き実施】

・隣接市町合同による水防訓練の取組を
推進

稲敷広域と毎年実施してい
る。【概ね5年以内】

県南水防組合と毎年実施して
いる。【概ね5年以内】

引き続き継続して実施。 （成田市を参照）
各市町において，合同で訓練
を実施している。

引き続き継続して実施。

水防訓練での高水敷、防災ス
テーションの会場の提供や合
同の訓練の支援。【引き続き
実施】

・広域的な水防支援体制を推進
お互いに合同訓練を実施し
て、応援することを前提となっ
ている。【概ね5年以内】

広域的な事務組合相互の水
防活動の支援体制を推進。

広域的な事務組合相互の水
防活動の支援体制を推進。
【概ね5年以内】

（成田市を参照）
相互協力による水防活動の
実施。

引き続き継続して実施。

広域避難計画の策定に必要
な情報の提供及び策定への
支援を継続して実施する。【継
続実施】

広域的な水防支援体制に関
する取組への支援。【平成29
年度～】

・広域化、長期化する水防活動も視野に
入れ、巡視区間・頻度・内容の明確化を
図る

水防計画や水防協議会で確
認している。【概ね5年以内】

水防計画で確認している。【概
ね5年以内】

巡視区間・頻度・内容の明確
化。【概ね5年以内】

（成田市を参照）
水防計画により，重要水防箇
所などを事前に確認してい
る。

引き続き継続。

・水防活動の担い手となる水防協力団体
の募集・指定の促進

自治体対応に協力していく。
水防活動の担い手となる水防
協力団体の募集･指定の促
進。【概ね5年以内】

（成田市を参照）
実施方法について検討してい
く。

実施方法について検討してい
く。

・沿川市町：毎年、水防団や地域住民が
参加し洪水特性を考慮した水害リスクの
高い箇所の共同点検の実施
・沿川市町外：水害リスクの高い地域へ
の訓練実施の呼びかけや防災啓発の場
で住民等へ周知を図る。

消防団員に理解いただくこと
が、地域住民への周知につな
がる。

水防団や地域住民が参加し
水害リスクの高い箇所の共同
点検の推進。【概ね5年以内】

水防団や地域住民が参加し
水害リスクの高い箇所の共同
点検の推進。【概ね5年以内】

（成田市を参照）
実施方法について検討してい
く。

実施方法について検討してい
く。

重要水防箇所等の共同点検
を実施することや、水害リスク
について情報共有を図る【引
き続き実施】

・地域の建設業者による水防支援体制の
検討・構築

協定締結は考えていない。消
防に重機隊があり、訓練に参
加していただいている。【概ね
5年以内】

各地域の建設業者による水
防活動支援体制の充実。【概
ね5年以内】

（成田市を参照） 継続して実施。 引き続き継続して実施。

・水害ＢＣＰ策定に向けた検討

水防倉庫が堤防上や近くにあ
るのでその管理及び備蓄計
画を考えている。【概ね5年以
内】

水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【概ね5年以内】

特になし 特になし。
水害ＢＣＰ策定に向けた検
討。【平成３３年３月まで】

作成の必要性について検討
する。

該当なし。
水害BCPの作成への支援を
継続して実施する。【継続実
施】

各機関の水害ＢＣＰ作成につ
いて支援を行う。【平成29年度
～】

・洪水や氾濫の特性も考慮した内容の氾
濫を想定した対応マニュアルの作成

今後の課題である。【概ね5年
以内】

各機関における大規模氾濫を
想定した対応マニュアルの作
成に向けた検討。【概ね5年以
内】

浸水が想定される出先機関
が作成する対応マニュアルの
策定を支援。【平成33年3月ま
で】

浸水が想定される出先機関
が作成する対応マニュアルの
策定を支援。

大規模氾濫を想定した対応マ
ニュアルの作成。【平成３３年
３月まで】

作成の必要性について検討
する。

該当なし。
各機関の氾濫を想定した対応
マニュアル 案作成について支
援を行う。【平成29年度～】

・大規模工場等への浸水リスクと水害対
策等の周知活動の実施

水防組合でなく、やはり自治
体で対応願いたい。【概ね5年
以内】

大規模氾濫を想定した対策が
必要か検討する。（概ね５年
以内）

洪水浸水想定区域図、氾濫シ
ミュレーション等水害リスク情
報を周知する際に支援を行
う。【平成29年度～】

・自衛水防を説明会等により市民へ周知
自治体で対応を願いたい。
【概ね5年以内】

自衛水防に関する周知につい
て検討していく。（概ね５年以
内）

継続して実施。【平成33年3月
まで】

継続して実施。
自主防災組織への支援を継
続して実施する。【継続実施】

自衛水防の取組の紹介や簡
易水防工法等の事例の紹介
により支援を行う。【平成29年
度～】

（３）一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取り組み

　

・河口に近い特性も考慮した氾濫水を迅
速に排水するための、排水施設情報の
共有・排水手法等の検討を行い、大規模
水害を想定した排水計画(案)の作成

今後自治体の担当部署と協
議が必要である。【概ね5年以
内】

氾濫水を迅速に排水する為、
関係機関と排水施設で情報
の共有・排水手法等の検討を
行い、大規模水害を想定した
排水計画(案)の作成を検討。
【概ね5年以内】

未実施。
大規模水害を想定した排水計
画(案)の作成を支援。

排水計画（案）の作成への協
力、排水計画に基づく自治体
訓練への支援を継続して実施
する。【継続実施】

氾濫水を迅速に排水するため
の、大規模水害を想定した排
水計画（案）について検討す
る。また、関係機関に必要な
情報の提供を行う。【平成29
年度～】

・排水計画に基づく排水訓練の実施 同上。【概ね5年以内】
排水計画の作成を検討。【概
ね5年以内】

水防訓練と同様に積極的に
参加する。

積極的に参加。

関係自治体が行う訓練への
支援として、災害対策用機械
操作講習会等の情報提供を
行う。【引き続き実施】

■ハード対策の主な取り組み

（１）洪水を河川内で安全に流す対策、危機管理型ハード対策

優先的に実施する堤防整備
優先的に実施する堤防整備。
【平成32年度】

優先的に実施する堤防天端の保護
優先的に実施する堤防天端
の保護【平成３２年度】

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・簡易水位計や量水標、ＣＣＴＶカメラ等
の設置

簡易水位計や量水票、ＣＣＴＶ
カメラの設置を推進する。【平
成28年度～】

・円滑かつ迅速な避難に資する施設
（ハード）整備

雨量・水位の情報について，
インターネット等により配信し
ている。

簡易水位計や量水票、ＣＣＴＶ
カメラの設置を推進する。【平
成２８年度～】

・迅速な水防活動を支援するための新技
術を活用した水防資機材の検討、配備や
地域防災計画に基づく水防資機材等の
配備、維持管理

導入可能な新技術がどのよう
なものがあるか、検討する。

迅速な水防活動を支援する為
の新技術を活用した水防資機
材、地域防災計画に基づく水
防資機材の整備を検討する。
【概ね5年以内】

水のう等の購入を今後検討す
る。

新技術を活用した水防資機材
の情報提供や利根川水系連
合・総合水防演習の出展コー
ナー（新技術を活用した水防
資機材）の紹介を行う。【平成
29年度～】

・氾濫形態に応じた排水施設の耐水化、
庁舎の耐水対策の実施

庁舎改修時に耐水対策の必
要性を検討。

施設毎の耐水対策の必要性
の検討。【平成３３年３月まで】

対策の必要性について検討
する。

該当なし。
出張所や排水機場の耐水化
等の推進。【平成32年度まで】
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